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１９９８年度修士学位論文要旨

ベンチャービジネスにおける人的資源問題

立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生井上岳彦

　本稿では第３次ベンチャー ブームの不振の問題の所在の１つが，起業家人材 ・雇用者人材の確

保と育成 ・活用の不十分性にあるとの認識に立ち，労働市場の視点からベンチャービジネスの人

的資源に関する支援の在り方を考察した。産業構造及ひ産業組織の変化を背景とする第３次ベン

チャー ブームに，大企業スピンアウト ・女性 ・学生といっ た起業家の多様化と ，独立性 ・独創

性・ 社会性といっ た要素を持つ新しいベンチャービジネス像がみられるとした。また日本的経営

の動揺から ，大企業社員を中心とし女性 ・学生をも含めたベンチャービジネスヘの人材供給ルー

トの展開の兆しがみられるとした。そして市場機能の促進と社会的な調整機能を働かせる官 ・民

の連携をベンチャー支援の基本コンセプトとし，職種別労働市場の整備，起業家人材育成，新し

いネ ットワークの構築といっ たベンチャー支援に関して在り方を示した 。

　今日の大量生産　大量消費体制の限界と技術集約型産業への移行にみる産業構造およひ産業組

織の変化により ，今後ベンチャービジネスが展開出来る分野は拡大し，それは日本経済の一つの

牽引役ともなりうる 。これまでのベンチャー ブームを振り返るとともに，今日の第３次ベンチャ

ーブームに大企業スピンアウト ・女性 ・学生起業家の事例を取り上げ，このような起業家の多様

化に第３次ベンチャー ブームの特徴として焦点をあてた。このことと関連して，今後業種の広が

りだけではなく ，独立性 ・独創性，そして大企業大量生産体制のもたらす社会 ・経済システム及

び環境への否定的影響を教訓として，社会性（社会的責任 ・社会的貢献）といっ た質的要素が新

しいベンチャービジネス像にみられ，主に医療 ・福祉，人材関運，環境分野等で展開するとされ

る。 それはまた経営形態としても ，協同組合形態のような非営利組織形態を取るベンチャービジ

ネスが今後みられるであろうことを示唆するものとされる 。

　日本の労働市場では，労働市場の閉鎖性（内部労働市場の展開，職種別労働市場の未展開）が

労働者の職種問移動を阻害してきたが，今日日本的経営の動揺にともなう内部労働市場の縮小に

より ，企業内教育は自立型人材の育成と知識 ・技能の普遍化を図るものへ変化しつつある 。その

変化は職種の細分化 ・階層化と人材確保における外部労働市場モデルヘの移行をもたらすとされ
，

労働市場の流動化を促進する条件 ・環境となりうる 。若年層における転職志向の高まりと ，中高

年管理職層における離職傾向がみられ，それは職種別労働市場の形成 ・展開につながる要素とみ

ることが出来るであろう 。またスピンアウト型起業家に，企業在職中に将来成長する分野を見出

す型，自己のアイデア ・発想を外部で実現する型の２つの型が注目され，女性起業家 ・学生起業

家の出現とともに経営者市場の明牙であるとみることが出来るであろう 。以上のことを踏まえて

ベンチャーピシネスヘの起業家 ・雇用者人材供給ルートについてみると ，大企業のスピンアウト

層， そしてベンチャービジネス人的資源の自立化 ・非組織的という性格から ，大企業組織から排

除された女性や大規模組織への依存に悲観的な学生が挙げられよう
。
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　以上のような条件整備がなされているとはいえ，依然としてベンチャービジネスの人材確保に

関する問題点は残されているといえる 。それには，スタートア ソプ期における事業パートナーの

供給ルートが未展開であること ，起業家予備軍が不足していることが挙げられ，ベンチャー支援

の方向として職種別労働市場の整備，起業家人材育成が求められるであろう 。

　人的資源に関わるベンチャー支援の基本コンセプトについては，起業家人材 ・雇用者人材の供

給ルートが円滑に展開するように，なおかつ事業活動の自王性 ・自由性が保証されるように，市

場機能の促進と社会的な調整機能を働かせる官 ・民の連携による支援が求められるとされよう 。

この基本コンセプトを踏まえてベンチャー支援の在り方を考察すると ，以下の３つが挙げられる 。

まず職種別労働市場の整備については，人材開発支援と職業紹介支援が求められる 。人材開発支

援に関しては，昨今の民間機関の進出にともない，創造的 ・高度な専門部分の人材開発は民問機

関に，専門分野の基礎知識 ・能力部分の人材開発は「ピジネスキャリア制度」に代表される公的

機関に期待したい。職業紹介に関しては，今後未開発職種を扱うとされる民間機関がベンチャー

専門人材登録機構といっ た人材プール機構を設けることに期待したい。次に起業家人材育成につ

いては，経営指導の個別化と技術 ・開発分野偏重から脱却した文理融合（ソフト面とハード面）

の新たな経営指導体制が求められる。また教育機関の役割として，職業的自立を目指した高等教

育の在り方，初等教育から起業家精神の養成を盛り込んだものを長期的視点で行い，起業風土の

形成に反映させることが求められる。最後に外部資源の活用に関連して，新しいネ ットワークの

構築を挙げたい。地域社会 ・福祉への貢献など社会性の実現を目的とする事業展開を生み出す場

として，また社会的収益と私的収益との乖離を解消する役割として，官 ・民，そして一般住民が

介したネ ットワークが求められる 。その具体的な運用方法などについては，今後模索していく必

要があるといえよう 。

　本稿では労働市場の視点から考察してきたが，労働力の自発的移動を高める処遇の問題も視野

に入れた考察，起業家についてその輩出源と業種をリンクさせた考察，地域産業 ・社会の視点に

立っ たベンチャービジネスの在り方の考察は，残された課題であるといえる 。
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相続税の改革

　　　　リバース ・モー ゲージを中心にして

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生大西克和

　２１世紀に向か って，少子高齢化の時代を迎え，今後の年金財政には黄信号が点滅している 。そ

のためには，若い時代に取得した自宅等の資産を活用して，自宅に住み続けながら資産を流動化

して活用できるリバース ・モー ゲージ制度の確立が望まれる 。ケン ・シ ョーレンのいわゆる「ネ

スト ・エッ グ」である 。

　戦前の家督相続のように，資産の引継ぎも ，老後の扶養も家族内部で行われる家族内移転家族

保障型でなく ，戦後の日本は，新憲法の下，福祉国家型即ち退職後の生活を公的年金等によっ て

支えようとするシステムに移行した。それならば，資産の継承についても社会化する必要がある 。

即ち ，福祉国家移転福祉国家保障型にすることである。資産の引継ぎを社会化するとは，相続税

の強化，または資産活用の相続税の導入にほかならない。これが相続税の応益税としての意味づ

けである 。この一方法としてリバース ・モー ゲージがクローズア ップされているのである 。社会

全体 ・マクロの流れの中では，この流れは一体的に捉えられるのである 。

　従来の家父長制的仕組みが壊れ社会的な年金等が求められているが，従来の理論は，依然とし

て応能的であ って時代の変化を反映していない。従来の理論のみでは，もはや，時代の要請に応

えられない。ここに，応益税の観点を持ちこむ必要がある 。富の分配の観点からの相続税は，応

能的性格が強いが，２１世紀の少子高齢化 ・ストッ ク化経済の時代の要講に応え切れない。富の分

配の観点から ，応能的な単なる相続税の強化のみでは，なかなか合意が得られにくい。強制的に

富を没収し再分配するという発想では，それが何のために使われているのか分からず，理解が得

られにくい。そこで，応益税の観点を持ち込む必要があるのである 。社会の活力を維持しながら ，

公平な税を実現するには，応益税の観点を導入する必要がある 。しかも ，昨今，毎日のように新

聞を賑わしている年金の財源問題について，賦課方式で当然のように受給できるとすれは，多け

れば多いほどよいのであ って，公共財の最適資源配分に程遠い。応益原則を持ちこむことによっ

て， 応能原則のみによるよりも ，公共財の最適資源配分に近づけることが可能となるのである 。

このように応益税の観点を持ちこむのが，時代の要請に応える道でもある 。

　そこで，本稿では，応益税の観点から旧憲法時代の扶養と資産の引継ぎが，福祉国家時代には

家族から福祉国家に代わることを明らかにし，武蔵野市等の具体的ケース ・スタディを踏まえて ，

リバース ・モー ゲージを媒介として応益税の観点からの相続税を実現するシステムを構築しよう

とするものである 。

　応益税の観点からの相続税を実現する方法について，野口悠紀雄氏は，次のように述べている 。

第１に，年金等の対価として直接相続税を強化するもの，第２に年金等と相続税を関連づけてミ

ーンズテストを採用するもの，第３にリバース ・モー ゲージの返済としての相続税がある 。第１

の方向をめさすには，相続税の抜本的強化が必要であるが，これについて社会的合意を得ること

は， 極めて難しい。したがって，今後の日本社会においては，第２ ，第３の方向を基本とするこ

とが適切である 。
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　８４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第１号）

　その中で，本稿では，不動産の流動化 ・リバース ・モー ゲージの返済としての相続税に的を絞

ってケース ・スタディを通して新しいシステムを考案したい。なぜなら ，第１にミーンズテスト

の導入によっ て年金の受給を決めるとすると ，たとえ，資産価値の大きな自宅を持っていても ，

そのままでは，そこに屠住しながら，キャッ シュ ・フローを得ることができないからである 。第

２にｒ公的年金にミーンズテストを適用し，実際には，死亡した時点で，年金削減分を遺産税と

して徴収する」とすると ，高齢者はその物件を死亡までに売却使用してしまうかも知れない。そ

うなると遺産税の徴収は極めて困難となるからである。したがって，第３の「リバース ・モー ゲ

ージの返済としての相続税」の方がはるかに望ましいといえる 。

　野口悠紀雄氏は，自宅資産についてリバース ・モー ゲージの返済としての相続税を適用し，相

続税課税最低限程度（以下ｒ一定資産」という）を非課税という考え方である 。しかし，この一

定資産の設定によっ ては，数量的にはむしろ一定資産未満の場合の方が多いのである 。従 って ，

一定資産未満の場合の対応についても ，検討する必要がある 。本稿では，一定資産未満の場合も ，

広い意味でリハース ・モーケージの返済としての相続税と位置付けて，公的支援体制をとること

が， 全体として応益税を実現する方法と考える 。なぜなら ，第１に，高齢者死亡時にはそれだけ

相続財産が減るのであり ，相続税が徴収されたのと同じことになるからである 。第２に，それだ

け貴重な年金財源が助かるのであり ，杜会全体では年金財源に貢献したことになるからである 。

したがって，「一定資産未満」の場合も ，相続税と位置付けて論じる 。

　野口悠紀雄氏は，自宅資産を所有している場合は，原則として報酬比例部分（基礎年金は除

く）の年金の全額カ ットを主張しているが，それでは大変不公正な制度となっ てしまう 。相続財

産は自宅資産のみとは限らないのである 。そこで，相続財産の構成割合を吟味すると ，相続財産

のうち土地のみでは７割であるが，宅地では５割を占めているので，妥当なカ ット割合として ，

５０％を適用した 。

　そして，若い人は住宅ローンで自宅を手軽に取得でき ，老後はこれをリバース ・モー ゲージと

して活用でき ，使い切 った住宅は社会に還元され再開発され，残った住宅はスムースに相続人に

引き継がれる制度を確立すべきである 。
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温室効果カス抑制のための市場経済メカニスム

立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生加悦秀樹

　大気中の温室効果ガスの濃度が人問活動によっ て上昇し，温室効果が加速され，地表面の温度

が上がるのではないかと予測がなされている 。

　この温室効果によっ て気温や降水量をはじめとする気侯の変化，海面上昇，水資源，植生，野

生生物なとの生態系への影響が懸念されている 。

　この地球温暖化問題は１９８０年代より国際的に議論されはじめ，対策に向けて１９９２年にニューヨ

ークにおいて気侯変動枠組条約が採択された 。

　そして１９９７年１２月にはこの条約の議定書が京都において採択され，１９９８年１１月アルゼンチンの

ブエノスアイレスでは今後のタイムスケジ ュールが決められた 。

　各国は京都議定書の内容を遵守するための対策が必要となっ てきているが，そのためには安い

コストで高い効率性が期待できる市場経済メカニズムの活用が希求されている 。

　市場経済メカニズムは通常，国内政策における炭素税 ・排出課徴金といっ た環境税 ・環境課徴

金が想定されるが，地球温暖化問題においては排出権取引，共同実施，クリーン開発メカニズム

といっ た国際制度において市場の形成が予想されている 。

　これらは本来国内の排出削減活動に対する補足的なものにとどめ，国内での削減努力を優先さ

せないと ，将来的に発展途上国の協力を確保できないおそれがある 。

　しかし，目標達成費用を少なくし，そういっ た費用の軽減によっ て只都議定書の約東期間以後

（２０１３年以後）のより厳しい目標の設定を可能にするものと考えられ，今後の活用が期待されて

いる 。

　炭素税とは化石燃料等の燃焼に対して課税を行うことによっ て， 温室効果カスの排出を抑制す

るものであり ，排出権取引とは温室効果ガス排出削減値を定めた上で，温室効果ガスを排出する

権利を設定し，権利の余剰があるところから不足するところへ販売することによっ て， 目標とす

る総排出量を最小の費用で達成しようとする手法である 。

　また共同実施とは排出削減値が定められた国家問で，実施される削減政策プロジェクトを共同

で行い，その成果実績あるいは成果予測に応じて両国の合意の上で，ホスト国から資金 ・技術提

供国へ排出権を移転できるというものである 。

　クリーン開発メカニズムとは排出削減値が定められていない国家が持続可能な開発を実現し
，

条約の究極の目的にかなう新たな発展経路をたどるために必要な資金 ・技術を，排出削減値が定

められた国家から移入し，その成果実績あるいは成果予測に応じて資金 ・技術提供国へ排出権の

増加を認めるというものである 。

　しかしながら問題点も多く ，ＮＧＯ（非政府組織）が抜け穴として濫用を警戒しているもので

もある 。

　そこで，あるべきビジ ョンを明確にする観点から，この地球温暖化問題における市場経済メカ

ニスムヘの問題点を把握し，国家間の利害関係を整理するとともに，政策手段の選択として，政
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策手段の検討を行 った 。

　第Ｉ章において地球温暖化問題の概要と気侯変動枠組条約成立までの国際交渉について論述す

るとともに気侯変動枠組条約の評価を行 った 。

　第１章においては気侯変動枠組条約成↓から京都議定書策定までの国際交渉について整理し ，

京都議定書の評価を行 った 。

　第皿章において京都議定書策定からＣＯＰ４（第４回国違気侯変動枠組条約締約国会議）に至

るまでの各国の対応及び提案について検討し，ＣＯＰ４での評価を行 った 。

　第ＩＶ章ではこれまでの検討をふまえて市場経済メカニズムの問題点を抽出し，政策の実施への

確実性を担保するシステムについて検討した 。

　その結果，環境税については，国内政策としての導入が望ましく ，柔軟性メカニズム全般につ

いては，その開始前に取引のルールを策定すべきとした 。

　排出権取引においては，¢環境保全の確実性を優先する観点から ，締約国に売却制限を設ける 。

　購入制限は設けなくとも環境保全の確実性は確保されるため，売却制限でコントロールする 。

　責任は基本的に売却国が負うが，購入国にも共同責任システムを担保させる必要があると考え

られる 。

　共同実施については，プロジェクトから得られる排出権の譲渡として，譲渡の上限および購入

国および売却国の共同責任を含めて排出量取引のルールと同様のルールに従って行うべきとした 。

　クリーン開発メカニズムについては，¢クリーン開発メカニズムによる排出枠に上限を設ける 。

　べ一スラインについては発展途上国の環境保全を優先する観点から，プロジェクト毎の効果算

定方式とする。　原子力，大規模ダム計画等の持続不可能な技術を除外すべきと考えられる 。

〔主要参考文献〕

１　ＩＰＣＣ第２作業部会『地球温暖化の影響予測一ＩＰＣＣ第２作業部会報告書一』１９９２年　中央法規出版

２． 植田和弘［環境経済学』１９９６年　岩波書店

３． 竹内敬二『地球温暖化の政治学』１９９８年　朝日新聞社

４． ガレス ・ポーター他ｒ入門地球環境政治』１９９８年　有斐閣

５　明石康個際違合一その光と影一』１９８５年　岩波書店

６　鈴木克徳「気候変動枠組み条約」『環境情報科学』２１－ ３． １９９２年

７　国連文書ＦＣＣＣ／ＣＰ／１９９５／７／Ａｄｄ１Ｄｅｃ１ｓ１ｏｎａ１／ＣＰ１

８． 国連文書ＦＣＣＣ／ＣＰ／１９９８／１１

９． 国連文書ＦＣＣＣ／ＣＰ／１９９８／ＭＩＳＣ．１

１０．国運文書ＦＣＣＣ／ＣＰ／１９９８／ＭＩＳＣ．５及びＡｄｄ．１

１１ ．国連文書ＦＣＣＣ／ＣＰ／１９９８／ＭＩＳＣ．７

１２．植田和弘ほか『環境政策の経済学（理論と現実）』１９９７年　日本評論社

１３環境庁［地球温暖化経済システム検討会第二次中間報告書』１９９４年

１４．石弘光編ｒ環境税　実体と仕組み』１９９３年　東洋経済新報社

１５．宮本憲一「持続する社会をいかにつくるか」，『サステイナブル ・ソサエテイ全国研究交流集会記念論

　　文集』１９９４年

１６．天野明弘［地球温暖化の経済学』１９９７年　日本経済新聞社

１７寺西俊一ｒ地球環境問題の政治経済学』１９９２年　東洋経済新報社

１８．宇沢弘文 ・國則守生編ｒ地球温暖化の経済分析』１９９３年　東京大学出版会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８）



修士学位論文要旨 ８９

１９．Ａ．Ｋ．デ ュラフィス『地球温暖化と経済発展』１９９５年　内田老鶴圓

２０．財団法人地球産業文化研究所【温暖化への世界戦略　気候変動に関する政府問パネルの温暖化対策

　　（ＥＩＳ報告）と提言』１９９１年　財団法人省エネルギーセンター
２１ ．環境庁編『京都議定書と私たちの挑戦』１９９８年　大蔵省印刷局

２２．佐和隆光『地球温暖化を防ぐ』１９９７年　岩波書店

２３．Ｒ１町Ｂｊｅ耐ｅｇａａｒｄ， Ａｄｄｒｅｓｓｍｇ　ｔｈｅ　Ｅｎｖｌｒｏｎｍｅｎｔ　Ｃｈａ１１ｅｎｇｅ －Ｔｈｅ　ＥＵ　Ａｐｐｒｏａｃｈ　ｆｏｒ　ｔｈｅ　Ｋｙｏｔｏ　Ｃｏｎｆｅｒ

　　ｅｎｃｅ　ｏｎ　Ｃ１ｍａｔｅ　Ｃｈ
ａｎｇｅ，１９９７，Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｃｏｍｍ１ｓｓ１ｏｎ　ｍ　Ｊａｐａｎ

２４ ．Ｃ１ｍａｔｅ ＣｈａｎｇｅｔｈｅＵ　Ｓ　Ｐｏｓｌｔ１ｏ叫１９９７，ＵｍｔｅｄＳｔａｔｅｓＩｎｆｏｍａｔ１ｏｎ Ａｇｅｎｃｙ

２５ ．Ｔｈｅ　Ｇ１ｏｂａ１Ｃａｒ
ｂｏｎＩｍｔ１ａｕｖｅ　ｏｆｔｈｅ　Ｗｏｒｌｄ　Ｂａｎｋ，１９９７，Ｔｈｅ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｂａｎｋ

（８９）



９０ 立命館経済学（第４８巻 ・第１号）

キャピタルゲイン課税制度の問題点と改革の方向

立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生川口麻衣子

　第一章「キャピタルゲイン課税制度の沿革」は，戦後わが国の税制が，シャウプ勧告によりキ

ャピタルゲイン（以下ＣＧ）も所得だという根拠に基づく課税が確立した後，税務執行面の不備

や課税の技術的困難性，資本蓄積の要請等を理由に長期キャピタルゲインを特恵的に取り扱いつ

つ， 投機的利得への課税という方向に転換し，株の買集め問題が起きたり ，コルフ場の会員権を

株券としているものが取引されるようになる等の問題が起こる都度，体系だった理論的枠組みを

もたないまま ，場当たり的に有価証券ＣＧに対して例外的課税の範囲の拡大や範囲の明確化を

行っ てきた，一口で表現すると ，総合課税からの乖離　具体的には分離課税，非課税措置の導入

であ ったという経緯を明らかにした 。

　第二章「現行制度の実態とその問題点」では，現行の有価証券ＣＧの課税方式が，確定申告

を通じて株式等の譲渡益を申告し，その２０％（住民税６％）を課税する申告分離課税方式か，現

実の譲渡益の大きさにかかわらず，譲渡代金の５ ．２５％を所得とみなしてこれに対する２０％の税率

による源泉徴収のみで課税を終了する源泉分離課税方式のいずれかを選択することを納税者に認

めるもので，現実には１ ．０５％の有取税が課されているのと同じであるこの「みなし課税方式」を

譲渡益課税の枠内に位置付けるのは無理があること ，申告分離課税の場合，譲渡損は株式等の譲

渡による事業 ・譲渡 ・雑所得の問での通算が認められるので，譲渡益の圧縮手段として活用する

ことができ ，９０年以降の株価の暴落に対応した投資家の節税行動は，政府税調の資料にも確実に

現れていたこと ，有価証券ＣＧが高所得者層に偏在していることから，所得階層問の不公平を

も生み出していることを明らかにした 。

　わが国では，各租税理論の折衷的な課税方式が妥協的に選択され，税制改革の展望を困難なも

のにしている。そこで第三章「租税理論とＣＧ課税」では，ＣＧ課税制度の改革にあたり依拠す

べき理論として考えうる ，包括的所得税，支出税，分類所得税，最適課税論の比較検討を行 った 。

支出税の理論によれは，二重課税の除去を根拠に原則としてＣＧを非課税とするので，未実現

のＣＧや帰属所得等の把握に苦労する必要はない。最適課税論は，分類所得税を則提として ，

社会的厚生関数を極大化する課税べ一スと税率の組合せを求めようとするもので，この理論によ

れば，ＣＧは課税されるべきであるが，勤労所得とでは課税による経済効果や所得分配に与える

効果が異なるためこれを考慮し，差別的に扱うべきであるとされる 。支出税と最適課税論は，理

論的に優れた点を多くもち，税制改革の議論に新たな視点や手法を導入した点では大きく貢献し

たといわれているが，支出税は，わが国の制度 ・慣習からしてすぐに導入できる課税ではないし ，

最適課税論についても ，その税体系や個別租税の設計は未だ明確なものとはなっ ていない。した

がっ て， 近未来の所得税改革においても ，所得税を中核とした現行税体系を，課税べ一スの拡大

と総合課税化という包括的所得税の理念に可能な限り接近させていくという方向が現実的である 。

　第四章「ＣＧ課税制度の規範」では，「シャウプ勧告」と「アメリカ財務省報告」の考察を行

った。二つの改革案において，とりわけ重視されたのは，税負担の公平の達成である。シャウプ
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勧告は課税の公平確保を，直接税を中心に据え，法人制説を軸とした所得税による応能課税によ

り実現しようとした。この制度のうちで精髄をなす部分はＣＧの全額課税とキャピタルロス

（以下ＣＬ）の全額控除であり ，これは法人所得税と個人所得税の両者を統合するものとして ，

シャウプ勧告の所得税体系における「結節点」としての位置付けを与えられていた。アメリカ財

務省報告では，公平を確保するために重要な改革の方向は課税べ一スを包括的に定義することで

あるとし，包括的所得税をべ一スとして，課税べ一スの拡大 ・税率の引下げにより公平性を図り ，

課税べ 一スの拡大の一環として，ＣＧの全額課税が提案された。このように，包括的所得税を目

指すのであれば，ＣＧについても ，他の所得と同様に総合課税されることが望ましい 。

　包括的所得税の理論に厳密に従えば，ＣＧは発生べ一スで毎年の課税所得に算入し，ＣＬが発

生したときには，これを課税所得から全額控除しなければならない。しかし，発生べ一スで課税

することは，実際の税務行政において極めて困難であるし，ＣＬの全額控除についても ，総合課

税の場合は，ロスが他の所得から差し引かれるので，これが節税機会として利用される可能性が

ある 。よっ てこれを防くための手立ても必要である 。かくして，上記のような “完全な”包括的

所得税に代わり ，制限付きの “修正型”包括的所得税が構想されることになる 。“修正型”包括

的所得税においては，実現べ 一ス ，すなわち資産を売却しＣＧが実現したときに課税する。実

現時に一括して課税する場合には，凍結効果対策としての「課税延期利子税」の徴収と ，累進税

率の過度の適用を緩和する平準化措置が必要であると　般にいわれているが，前者は課税を強化

し， 後者は課税を軽減する措置である 。二つの措置を相殺作用をもつものととらえ，どちらの措

置も採らないことが，それぞれの計算過程がかなり複雑であることからも ，現実的であると考え

る。 また，ＣＬ控除について制限を加える 。他のＣＧと相殺してなお損失がある場合の他の所得

との問の損益通算を一定の金額限度に制限し，そこで控除されない損失は次年度への繰越を認め

る。

　しかし，現行制度に改革の手を加える場合は，証券市場への影響はもとよりのこと ，アンダー

グラウンドや海外への資金シフトの問題への目配りも重要である。有価証券ＣＧについては ，

原則非課税の時代が長すぎ，その問税制の対応が遅れ，一方経済は様変わりに発展した。一挙に

総合課税化を急いで経済の撹乱要因となることは避けなければならないので，今日となっ ては ，

改革は漸進主義ということにならざるを得ない。第５章「総合課税の導入に伴う問題点と改革

案」では，まずは，現行のＣＧ課税制度を総合課税化するまでの改革案として，ＣＧの一律源泉

分離課税方式の検討を行 った。この方式では，実効税率２０％での源泉分離課税を行い，所得税率

が２０％未満の低所得者層は総合課税が選択でき ，税還付を受けることができる 。また，徴税 コス

ト削減のために現行の源泉徴収制度の積極的活用をすすめ，凍結効果の排除のために売却時中立

課税方式を導入する 。しかし，本論文では，この改革案を採り得ないとする 。源泉分離課税方式

の簡便性，効率性を強調する見解は，総合課税の原則に反することになり ，加えて，所得課税の

基本原則の一つである申告納税制度の原則もまた大きく損なわれることになるからである 。した

がっ て， 徐々に源泉分離課税を制限し，原則申告制に切り替えてゆくことを改革の方向とする 。

具体的な方法は以下の通りである 。¢原則非課税時代に課税対象とされてきた継続売買，大口譲

渡， 事業譲渡類似取引等の有価証券取引の課税を復活する 。　源泉分離課税の選択を徐々に制限

し， ５年後には申告分離課税に一本化する 。申告分離課税へ移行するインセンティブとして，現
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行の５２５％のみなし譲渡益比率を年１０％ずつ上げてゆくこととする 。５年後には，譲渡対価の

１１０５％（５５２５％×２０％に相当する所得税が，証券業者において源泉徴収されることになる 。こ

れにより１９９９年３月をもっ て廃止が予定されている有価証券取引税の税収を吸収することもでき

る。 　次の段階では，申告分離課税から総合課税へ移行する 。そこで納税者番号制度を直ちに導

入することとする。ただし５年間の猶予をおき ，その問に捕捉体制の整備を図る 。

　ＣＧ課税の総合課税への移行は，長年にわたり税制改革の課題であ ったにもかかわらず，これ

まで先送りにされてきた。その理由の一つとして，個人所得税の最高税率に関わる議論がある 。

これは，最高税率が国 ・地方を含め６５％である状況のもとで総合課税化すれは，海外や不表現資

産への資金シフトといっ た経済への影響は避けられないのではないか，というものである。しか

しこうした理由を根拠に総合課税への移行を先送りする段階も ，既に終わりを迎えているように

思われる 。１９９９年度税制改正案においては，「所得税と個人住民税とを合わせた最高税率を６５％

から国際水準並みの５０％へ引き下げる」旨が記載されている 。さらに近年，納税者番号制度につ

いてもより具体的な検討がすすめられており ，その実施は決して不可能なものではなくなっ てき

た。 広範囲にわたり利用可能な番号制により ，これまで非課税とされていたものを含めてすべて

の資産所得に対し総合課税にすることが，現実的に可能となる段階になっ た。
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消費税に関する考察

　　　　消費税の簡易課税制度，免税点制度適用上限引き下げによる税収分析

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生久乗　　哲

　１９８９年，消費税の導入により ，日本の税制は大きな転換期を迎えた。消費税は，ＥＣ型の付加

価値税を見本にして作られた大型間接税である 。問接税とは，納税義務者と担税者が一致してい

ない税のことであり ，消費税の場合，納税義務者は事業者であるが，その税額は価格に転嫁され

ることを想定しており ，最終的には消費者が担税者となる 。したがって，消費者が負担した消費

税が確実に国庫に納税されるようなシステムになっ ていなけれはならない。しかし，導入された

消費税は，売上税導入の際の，事業者の反対を考慮して，その反対を和らげるために消費者より

もむしろ事業者の立場に立 ったシステムで作られた。仕入税額控除の方法としての帳簿方式の採

用， 適用上限の高い事業免税点制度，簡易課税制度，限界控除制度などの特例の創設がそれであ

る。

　これらの制度の問題点については，導入当初からさまざまなところで批判が繰り返されてきた 。

その批判を受ける形で，何度かの改正が行われてきたが，未だなお，問題点を多く含んでいる 。

　本稿では，その中でも適用上限の高い事業免税点制度，簡易課税制度に焦点を当て，それらに

関してとのような問題点があり ，どのように解決すれはよいかを明らかにし，事業免税点制度 ，

簡易課税制度の適用上限を引き下げることが可能かを検証し，引き下げた結果どのくらいの税収

が上がるか（益税）を分析した 。

　それでは事業免税点制度，簡易課税制度にはどのような問題があるかだが，事業免税点制度に

関しては，課税事業者が，事業免税点制度適用事業者より仕入れた課税仕入に関しても仕入税額

控除ができることであり ，簡易課税制度に関しては，みなし仕入率を用いて消費税額を計算する

ため，簡易課税選択事業者が，実際に仕入れた課税仕入率より ，みなし仕入率の方が小さい場合

に事業者に預かり消費税に関する益税が発生することである 。

　これらは，現行の帳簿方式をＥＣ型のインボイス方式に移行して，簡易課税制度，免税点制度

の適用事業者に，インボイスの発行を認めなけれは，問題が解決するのであるが，実際には免税

点制度，簡易課税制度の適用上限が高いため，ほとんどの事業者がこれらに該当し，消費税が機

能しなくなる 。したがって，現行の帳簿方式において，適用上限を引き下げて後にインボイスヘ

の移行を可能にするべきである 。

　諸外国においても ，このような小規模事業者の特例措置が存在している 。

　例えば，フランスでは，免税に関しては，前歴年の年間売上高が７０ ，ＯＯＯフラン（１ ，５１３ ，３１６円）

であり ，かつ，当暦年において１００ ，０００フラン（２ ，１６８ ，８００円）以下の者は免税である 。また，簡

易課税制度としては，フォルフェ（協約課税）という制度がある。これは，２年ことに事業者が

経営状況に関して提出する資料に基づき ，税務当局と事業者が話し合いによっ て， ２年間の税額

を決定するという制度であり ，年間売上高が，一定額（物品販売，宿泊施設業は５００ ，０００フラン

（１０ ，８０９ ，４００円） ，その他は１５０ ，０００フラン（３ ，２４２ ，８２０円）以下の個人事業者が，選択できるもの

である 。また，ドイツでは，前暦年の売上高が２５ ，０００マルク（１ ，８０８ ，８４０円）以下であり ，かつ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９４）
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当暦年において１００ ，ＯＯＯマルク（８ ，６８２ ，４３２円）以下と見込まれるものは免税である
。

　この様に諸外国の小規模事業者の特例は，制度適用上限が，非常に低く設定してあり ，国際的

標準からみても ，日本の消費税の簡易課税制度，免税点制度の適用上限が，非常に高く設定され

ているのは明らかである 。

　問題は，消費税の簡易課税制度，免税占制度適用上限を引き下げることが，可能かとうかとい

うことについてである 。これに関しては，日本の法人税法は，法人税法第１２１条で青色申告に関

して規定しており ，また，法人税法第１２６条において，青色申告法人の帳簿書類に関する記帳
，

保存義務に関して規定している 。したがって，青年申告の承認を得ている法人は，記帳義務を有

していることになる 。また，帳簿の記載事項に関しては，法人税法施行規則第５４条から第５９条に

おいて規定している 。この記載事項を満たす帳簿を作成していれば，帳簿方式における消費税の

計算を行うことは可能である 。

　日本の消費税における免税事業者は，全事業者の約６８％，簡易課税制度選択事業者は，約２２％

である 。しかし，青色申告の承認を得ている法人は ，９７ ．９％に及んでいる 。９７ ．９％の法人が，要

件を満たす記帳を行 っていることになる 。したがって，簡易課税制度，免税点制度の適用上限を

引き下げることは可能である 。

　本稿の目的は，簡易課税制度適用上限を５０ ，ＯＯＯ ，０００円，免税点制度適用上限を５ ，ＯＯＯ ，０００円に

引き下げた場合の，税収の分析である 。

　簡易課税制度，免税点制度の益税に関して，これまでのされてきた分析の，もっとも大きな特

徴は，使用しているデータが，資本金規模区分のデータということである 。「財政金融統計月報

法人企業統計年報書」が，その代表的なものである 。しかし，付加価値の計算を行う場合，同規

模の資本金企業の集計テータより ，同規模の売上高企業の集計テータの方が，より正確な平均値

がとれることは，明らかである 。また，課税べ一スに関しても現実のものより ，課税仕入高を過

大に計算している 。

　これらのふまえた上で，分析のためのデータは，売上高規模区分で統計を取 っている ，株式会

社ＴＫＣのＴＫＣ経営指標ＢＡＳＴ平成１０年度版を使用した。また，通常課税の課税べ 一スの設

定を

　課税べ一ス＝（売上高十営業外利益一受取利息 ・配当金）一１（売上原価一労務費一製造原価滅価

償却費）十（販売費 ・　般管理費一役員報酬一役員外販管人件費一減価償却費一租税公課一保険料

一厚生費×５０％一 接待交際費×２０％一 地代家賃×１０％十営業外費用一支払利息 ・割引料）１とす

る。

　分析の結果，簡易課税制度，免税点制度適用上限引き下げによる税収は，１ ，８８０ ，３１０ ，６２１ ，４００

円となる 。

　現行の簡易課税制度，免税点制度による税収は９００ ，６０５ ，ＯＯＯ ，０００円であるから
，

９７９ ，７０５ ，６２１ ，４００円の益税があることになる 。すなわち９００ ，６０５ ，０００円の税収のために

９７９ ，７０５ ，６２１ ，４００円の益税を発生させていることになる 。消費者が支払 った消費税のうち半分以

上が国庫に納税されずに事業者の手元に残ってしまうのである 。

　これは，国民　人あたり７ ，８００円になる
。

　また，消費税の税率にすると ，国税部分，地方税部分合わせて，Ｏ ．８％にあたる金額である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９５）
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したがって，簡易課税制度選択適用上限を５０ ，０００ ，０００円，免税点制度適用上限を５ ，０００ ，０００円に

引き下げた場合，消費税率を０８％引き下げることができることになる 。

　この益税額は，平成８年度の配当所得源泉徴収税額８６０ ，３００ ，０００ ，ＯＯＯ円以上の規模になる 。

　益税額は，消費税率が上がれば上がるほど大きくなっ ていく 。税率が１％上がると

２４４ ，９２６ ，４０５ ，３５０円の益税が発生することになる 。小渕恵三首相直属の諮問機関である経済戦略

会議（議長，樋口廣太郎アサヒビール会長）が，１９９８年１２月２３日に首相に提出した，日本経済の

再生に関する「中問報告」によると「消費税は，将来的には１０％台にする必要がある 。」として

いる 。もし，この報告の通り消費税を１０％まで引き上げたとすると２ ，４４９ ，２６４ ，０５３ ，５００円の益税

が発生することになる 。

　日本の消費税は，２度の導入の挫折を経たため，担税者である消費者よりも納税義務者である

事業者が簡単に計算できることを重視したシステムとして誕生した。そのために消費者が支払 っ

た消費税が，そのまま国庫に納まらず，事業者の手許に益税という形で残ってしまうシステムに

なっ てしまっ た。 これらは，簡易課税制度，免税点制度の適用上限が高く ，適用事業者数が多い

ために起こることである 。したがって，簡易課税制度，免税点制度の適用上限を引き下げて，そ

の適用事業者数をさらに縮小すれは，益税の額も縮小することになる 。

　簡易課税制度，免税点制度は，小規模事業者の事務負担の軽減のためにある制度ではあるが ，

前述したように帳簿方式を採用している以上，適用上限を引き下げることが可能であり ，また ，

これらの益税は放置できる規模をはるかに超えているため，適用上限を引き下げることにより ，

適用事業者数をさらに縮小する必要がある 。
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マレーシア経済の発展と産業構造の変化

立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生黒田友紀

はじめに

第１章　マレーシアの産業連関表について

第２章　マレーシア経済の概観

第３章　ＤＰＧ分析

第４章　産業の連関構造とその変化

第５章　外資政策と日本企業の影響

おわりに

　近年におけるマレーシアのＧＤＰ成長率は，実質でみても８～１０％の水準で安定しており ，政

府は２０２０年に先進国入りすることを目指している 。１９９５年の１人あたりＧＤＰを他のＡＳＥＡＮ

諸国と比較してみると ，シンガポールには到底及ばないものの，タイの約１ ．５倍，インドネシア ，

フィリピンの約４倍の大きさであり ，ＡＳＥＡＮ諸国の中では上位である。このようにＧＤＰで見

るかぎり ，マレーシアの経済発展は順調であり ，発展に伴 って産業構造も大きく変化している 。

　本稿では，この順調そうに見えるマレーシア経済を，産業構造の変化という観点から分析する 。

分析に使用した主なデータは，産業違関表である 。そこで，まず第１章でマレーシアの産業連関

表について説明し，第２章でマレーシア経済の概観を見た上で，第３章，第４章で産業連関分析

を行なう 。そして，第５章でマレーシアの経済に大きな影響を与えている外資の特徴と政府の政

策について述べる 。

＜第１章＞

　本稿の分析で使用したデータは，１９７５年，１９８５年，１９９０年の産業連関表である 。しかし，これ

らの違関表は形式が統一されていない。１９７５年表は，競争輸入型の形式であるのに対し，１９８５年

表と１９９０年表は日本 ・マレーシアの国際産業連関表であり ，非競争輸入型の形式になっ ている 。

また，１９７５年表はマレーシアの通貨単位（ＲＭ）で表示されているのに対し ，１９８５年表と１９９０年

表は米ドル表示であるなど，いくつかの違いがある 。

　第３章の分析でこれらの形式を統一する必要があ った。そこで，１９７５年表を当時の為替レート

（１ドル：２ ．３９ＲＭ）で換算して米ドル表記にし，１９８５年表と１９９０年表を１９７５年表に合わせて競

争輸入型の形式に独自の方法で加工した。この加工法について詳しく述べている 。

＜第２章＞

　外資が急増するようになっ た１９８７年以降，産業の中心は，農業から電気機械産業を中心とする

製造業へと移 った。同時に貿易取引量は増大し，１９９０年代に入ると ，ＧＤＰを超えるほどの大き

さとなっ ている 。１９８０年代後半から ，産業構造，貿易構造が大きく変化しているのがはっきり分

かる 。

（９８）
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＜第３章＞

　ＤＰＧ分析とは，全産業が比例的に成長したと仮定した時，その値と現実値との乖離
（Ｄｅｖ１ａｔ１ｏｎ　ｆｒｏｍ　Ｐｒｏｐｏｒｔ１ｏｎａｌ　Ｇｒｏｗｔｈ）をもっ て産業構造の変化の指標とみなし，この乖離の程

度を，これをもたらしたいくつかの要因で説明しようとするものである 。この分析から ，産業構

造の変化の王役となっ た主導産業を特定し，その王導産業の生産増加をもたらした要因を知るこ

とができる 。先駆的業績としては，チ ェネリー・ 宍戸 ・渡部（１９６２）の研究があり ，これを産業

連関分析に応用した研究として，陳 ・藤川 ・二宮（１９９２）の研究がある
。

　本稿では，陳 ・藤川 ・二宮と同じ方法で，１９７５年から９０年のマレーシア経済を ，１９７５年から８５

年， １９８５年から９０年に分けて計測した。主導産業は１９７５年から１９８５年は鉱業，建設，サ ービス業

であり ，１９８５年から１９９０年においては電気機械，サービス ，農業，電気 ・ガス ・水道などである

ことが分かる 。

＜第４章＞

　１９８５年と１９９０年の影響力係数と感応度係数を計測し，後方運関，則方連関を見る 。製造業の中

心である電気機械産業は，国内とのリンケージは薄く ，マレーシア経済の脆弱性の一面が明らか

になる 。

＜第５章＞

　１９８６年，政府は輸出志向型の製造業に対し，パイオニア ・ステータスを与え，出資規制を緩和

し税金の一部を免除するなど優遇措置をとっ た。 その結果，日本を中心に海外からの直接投資は

急増する 。特に直接投資が集中したのは電機 ・電子機器である 。

　途上国が直接投資を受け入れることのメリットとして，雇用創出効呆と外資の獲得がある 。

１９８０年代後半，日本からも多くの企業が進出し，１９９２年時点で１３万人を超える雇用を創出してい

る。 また，日本企業の貿易は輸出超過であり ，マレーシアに直接投資を受け入れるメリットを与

えているといえる 。

＜おわりに＞

　一次産品に強く依存するモノカルチャー経済からの脱却を求め，政府は工業化政策を行なっ て

きたが，結果として電気機械に強く依存するという別のモノカルチャー経済を作り上げてしまっ

た。 電気機械産業は，原材料の調達，製品の販売においてほとんどが海外市場という特徴を持つ 。

そのため，国内の他産業とのリンケージは非常に薄く ，電気機械産業に強く依存し続けるかぎり
，

マレーシアの将来は明るいとはいえない。しかし，雇用創出効果は高く ，失業率を完全雇用水準

にまで低下させたことは評価できる 。今後，国内産業を育成し，フルセ ット型の経済構造により

近づけることがマレーシアの課題である 。
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現行フリンジ ・ベネフィット課税の間題点と改革方向について

立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生清水仁志

　本論文は，現行フリンジ ・ベネフィット課税の問題点を明らかにしたうえで，日本における適

正な課税方法を検討するものである 。

　第一章「フリンジ ・ベネフィットの概念」では，フリンジ ・ベネフィット（以下ＦＢと略す）

は通常金銭給付以外の経済的な利益であるとされているが，関係各法令を検討し，労働の対価と

して給付することが可能で，原則的には包括的に所得として捕捉し課税すべきであるが，その中

には非課税とすることが認められるものも含まれているということを明らかにした 。

　第二章「フリンジ ・ベネフィットの現状」では，４つの点を明らかにした。第１に，ＦＢを金

銭形態，現物形態，雇用主負担の３形態に分類し，全体像を示した。第２に，ＦＢの金額的な実

態を検証するために，企業が負担する法定福利厚生費と法定外福利厚生費を企業規模別に比較し ，

従業員数が３０～９９人の企業と５千人以上の企業の法定福利厚生費の格差は１７倍以上，決定外福

利厚生費は３ ．４倍以上あり ，大企業に勤める従業員と中小企業に勤める従業員とでＦＢから享受

できる便益に約２倍の格差が生じていることを明確にした 。

　第３に，一般借家に居住する場合に比べ給与住宅に居住する場合の居住者の収入に占める住居

費の負担率は約１／５，金額で一人当たり年間４０万円以上の差があり ，全体で９千億円近い便益を

企業が従業員に享受しており ，しかも従業員規模別の福利厚生費や給与住宅の完備率から ，中小

企業に勤める従業員よりも ，大企業に勤める従業員の方がより多くの便益性を享受しているとい

う給与住宅の実態について明らかにした 。

　第４に，ＦＢが増加する理由として，企業側からは優秀な人材の確保と流出防止，賃金に比べ

て比較的業績に反映させ易いこと ，従業員側からは個人単位で利用するよりも便利なことを考察

した 。

　第三章「フリンジ ・ベネフィットの税制面での問題」では，つぎの３つの論点について検討し

た。 第１に，税制調査会の答申，所得税法と法人税法におけるＦＢの取り扱いから現行のＦＢ税

制の実態を考察し，つぎの３つのことを明らかにした 。

　（１）ＦＢに対して税制調査会が，「給与体系のあり方に大きく影響し，種々の歪みを与える」 ，

「現物給付に対する課税関係の明確化と合理化を図る必要がある」，「ＦＢの非課税範囲や個人の

会社への帰属を同Ｉ』提とした福利厚生とその課税のあり方なとを検討すべきである」など長年多く

の問題点を指摘しているにもかかわらず具体的な捕捉または評価が困難であることから，適正な

課税の対応措置は講じられていない 。

　（２）所得税法はＦＢに対して，包括的に課税するとしながら一方で個別に非課税所得を規定し ，

詳細な取り扱いの規定は法的拘束力を持たない通達に委ねている 。例えは，役員に貸与した小規

模住宅や使用人に対する給与住宅の通常の賃貸料が別に定めた計算式から計算された家賃であれ

は， 世間相場家賃との差額分の経済的利益は課税されないとなっ ているが，家賃相当額の計算方

法が固定資産税の課税標準額に基づいて計算されるため，実際の市場の相場に比べて相当低い賃

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０１）



　１０２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第１号）

貸料しか支払っていなくても課税されることはない。さらに一般の使用人の場合は，計算式によ

って計算された家賃相当額の５０％以上を支払っていれば課税されない。高給官僚の場合も ，　等

地の豪華な住居に住みながら国家公務員宿舎施行令に定められた格安の家賃さえ負担していれは ，

現行通達で課税されることはない。１９９５年に，『使用者が役員に貸与した住宅等に係る賃貸料の

額の計算に当た っての取り扱い」の通達が出され豪華な役員住宅に対しては，所得税法に規定す

る原則的な評価方法である　般住宅等家賃の額を用いることとなっ たが，この通達の適用を受け

て実際にＦＢ課税が是正される程度は，７～８件ともいわれている 。

　（３）法人税法では，原則的にＦＢの提供に必要な費用は全額損金算入されるが，例外としてその

費用の一部または全部について損金算入が否定される場合がある 。また役員等に対する経済的利

益を含む給与の損金算入を制限することによっ て， 法人がＦＢの給付を圧縮しその分を使用人の

現金給与に転換することをも期待している。法人税法も所得税法も ，ＦＢに対する詳細な取り扱

いは通逢によっ て処理されているが，租税法律主義を構成する課税要件法定主義及ぴ課税要件明

確主義に反し問題があり ，本来であれば法律によっ て明記されていなければならないものである 。

　第２に，ＦＢに対して適正な課税が必要とされる理由として，¢現行税制は水平的 ・垂直的に

不公平であること ，　給与住宅の異常な発達をもたらすなど課税されるものは過少消費，課税さ

れないものは過大消費の傾向を招き ，経済資源の効率的利用を阻害する恐れがあること ，　税収

減を招いたり租税回避行為を助長する恐れがあることなどの問題点を考察した 。

　第３に，ＦＢが課税されにくい理由として，０業務の執行上または便宜のためのもの，　換金

性に乏しいもの，　経済的評価が困難なもの，＠利用に制限があることなどを示した 。

　第四章「日本におけるフリンジ ・ベネフィソト課税の検討」では，３つの点を明らかにした 。

　第１に，ＦＢを提供する者に対して課税するという簡便な方式を採用するニュージーランドと

オーストラリア，ＦＢを享受する者に対して課税する方式を採用するアメリカとイキリスの税制

を検討した 。

　第２に，ＦＢ課税の最も困難な問題である適正な評価額の評価方法として，◎従業員にとっ て

の価値，◎雇用主にとっ てのコスト ，　市場価値，＠標準価値を基準とする４つの方法を明確に

した 。

　第３に，ＦＢに対する課税方法は，個人に課税する方法と企業に課税する方法があり ，個人課

税の枠内における解決策としてポジリスト方式とネカリスト方式が考えられることを明らかにし

た。

　そしてＦＢは原則として，個人の所得に含めて課税すべきであり ，市場価値あるいは雇用主に

とっ てのコストを一般的評価基準とし，これをタイプに応じて補完あるいは修正し，積極的に課

税を必要とするものについて法律で列挙し，評価方法を法定するというポジリスト方式をとりな

がら ，業務の執行上必要なもの，会社都合のもの，少額なものなとはネカリストとして非課税扱

いにするとしたうえで現行通達をもとに具体的な改正案をまとめた 。

　また以上の考察から，給与住宅に対する課税方法を以下のように示した。現行税制では，給与

住宅から受けるＦＢに対する課税所得を算定する場合，固定資産税の課税標準額を基準に特別な

計算式を使用して計算する。しかし，固定資産税評価額は地価公示価格との乖離や地域によりハ

ラツキがあるなどの指摘を受けていたため，固定資産税評価額を地価公示価格の７０％相当額に維
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持するよう調整されたものの，このままでは固定資産税の税負担に耐えられなくなるため，結局

一定の調整率を用いて課税標準額が調整されている 。つまり評価額と課税標準額は一致しないも

のであり ，この課税標準額をもとに計算しても全く意味がない。計算式も５０年以上にわたり改正

されていないため，経済事１青の変化に対応しきれておらず，通達により算出した金額が実勢家賃

と大きくかけ離れ，その格差は無視できないものとなっ ている 。従 って，現行の適正家賃の計算

式を抜本的に見直し，給与住宅が通常の賃貸物件ほと自由に選択できないことを考慮して一般相

場の８割の金額を適正家賃とし，その差額分をＦＢであるとする方向で課税強化することを結論

づけた。この改正が実現されれば，課税べ 一スが６ ，５６３億円（平成５年度）捕捉され，これに単

純に１０％ないしは，１５％課税できたとすれば６００億円から１ ，Ｏ００億円程度の税収が見込めることに

なる 。

　以上のようにＦＢ課税の最大の問題は，大企業と中小企業，役員等高額給与所得者と一般サラ

リーマンとの問で享受できるＦＢに差異が生じ，そこに適正に課税されていないため課税におけ

る水平的　垂直的不公平が存在することであり ，ＦＢ課税に関する通達を法令化したうえで，特

に給与住宅に対して課税強化の方向で早急に見直す必要があると考える 。
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キャピタル ・ゲイン課税の今後の展望

立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生谷　正登

はじめに

　本稿では，株式と土地のキャピタル ・ゲイン課税を検討テーマとする 。このテーマを選定した

のは，次の３つの時代的背景からである 。Ｏ現在の日本経済は，深刻な状況が続き株価 ・地価と

もに低迷しているが，このような状況にある今こそ，将来の税収確保に向けた大規模なキャピタ

ル・ ゲイン課税変革を行う絶好のチャンスと見るべきである 。　総務庁の貯蓄動向調査報告なと

から ，資産所得課税の重要性は今後ますます拡大すると予想される 。　今日の情報化技術の発展

は， 納税者番号制の導入を可能なものとしており ，譲渡所得金額の補足の困難性は，ほぽ解消で

きる状況にある 。

第１章　わが国のキャピタル ・ゲイン税制

　株式のキャピタル ・ゲイン課税は，１９５３年の制度改正によりシャウプ税制が崩壊し，原則非課

税とされた。その後，１９８９年の抜本的税制改革により ，原則課税に改められたが，みなし譲渡益

課税方式の採用なと問題点が多く指摘されている 。一方，土地のキャピタル　ケイン課税は，戦

後一貫して原則課税とされているが，主に政策的配慮から多くの改正が行われ，また長期 ・短期

の区別や各種特例の設定など複雑な税体系となっ ている 。

第２章　株価と地価の価格形成

　株価 ・地価の価格形成メカニズムを理論的に説明するものとしては，ファンダメンタリスト ・

モデル（ＦＭ）と非ファンダメンタリスト ・モデル（非ＦＭ）に大別される 。ＦＭとは，配当や

地代収入をもとにした現在割引価値をべ 一スにした株価 ・地価価格形成理論であり ，非ＦＭは ，

これら以外の要因によっ て価格形成を説明する理論である 。このうち ，株価 ・地価の価格水準と

しては，ＦＭによる価格形成が望ましい 。

第３章　キャピタル ・ゲイン課税の問題点

　キャピタル ・ゲイン課税の問題点としては，次の点が挙げられる 。¢未実現のキャピタル ・ゲ

インの課税（理論的には必要だが，特に土地についての適用は困難である 。）　凍結効果（この

防止策として，第４章で述べる「売却時中立時課税」や「含み益利子税」がある。）　インフレ

調整（インフレ期には，名目的な譲渡益からインフレ部分を控除する必要がある 。）＠平準化措

置（累進税率の下では何らかの調整が必要となる 。）　キャピタル ・ロス（理論的には全額控除

する必要があるが，そのためには完全な譲渡益補足が必要である 。）　法人税との二重課税（法

人犠牲説にた った場合に限り問題となる 。）¢納税者番号制度（プライバシー保護の理由などか

ら， 導入が先送りされている
。）

第４章　今後のキャピタル ・ゲイン課税

　税制の理想として，公平 ・中立 ・簡素の原則が挙げられる 。また，現代社会のようにグロー バ

ル化，ホーダレス化の時代には，国際的な整合性を保っていることも重要である 。これらの要因

は， トレード ・オフの関係にあり ，全てを同時に満たされることはない。そのため，租税体系に
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関する議論が盛んである。代表的なものは，包括的所得税，分類所得税及び支出税が挙げられる 。

このうち，支出税は，実行可能性が非常に低いため，本稿での検討からは除外する。残る包括的

所得税と分類所得税のどちらが望ましいであろうか。この点について，筆者は，今後の税制の理

念は，従来の包括的所得税から分類所得税への転換を果たすべきだと考える 。確かに，戦後の復

興期においては，公平性を第一に考えるべきであり ，その為にも包括的所得税を唱えたシャウプ

勧告の有用性は認める。しかし，戦後５０年をこえ，わが国を巡る経済環境，杜会環境は大幅に変

化した。高齢化社会への対応が必須条件である２１世紀に向けて，新たな税制を模索する時期にき

ているのではないだろうか。今後，分類所得税へ転換すべきだと筆者が考える理由は，次の通り

である 。◎キャピタル ・ゲイン課税を考えた場合，株式によるゲインと土地によるゲインは，明

確に担税力が異なる 。土地キャピタル ・ゲインは，ある程度の部分を国家に返還し，これを財源

とする国家の公共投資により ，国土全体の有効性，利便性を拡大することが可能となる 。◎税制

の理想は，簡便性などの制度的実行可能を含めたレベルで考えるべきである。客観性は，包括的

所得税の大きな利点である 。しかし，その利点も ，現在のわが国の税制のように租税特別措置に

より多くの例外を設けていては，その利点も何の意味も持たない。また，包括的所得税では，課

税の中立性を守ることが現状では困難である。　担税力の相違をどのように分類，測定するかに

ついての分類所得税への批判は，総合課税の累進度をどのようにみるのかというのと同様の議論

である 。すなわち，このような課税の諸条件は，べ一スとなる理論やその時々の国家財政，経済

状況に沿って調節していくものであ って，必ずしも何％が望ましいと数値化できるものではない 。

　今後のキャピタル ・ゲイン課税として，理論的には，次の選択肢があると考えられる 。０包括

的所得税を原則とし，キャピタル ・ゲイン課税も総合課税に移行する。　分類所得税を原則とし
，

キャピタル ・ゲイン課税は分離課税とする 。　分類所得税を原則とし，キャピタル ・ゲイン課税

は総合課税にする 。また課税べ一スの拡大を伴う累進税率のフラ ット化を実現させれば，次の案

も選択肢となる。＠包括的所得税を原則とするが，キャピタル ・ゲイン課税は分離課税とする 。

　このうち，筆者は，分類所得税に転換すべきという立場から ，　が望ましいと考える 。

　その上で，本稿の結論として具体的には，次のようなキャピタル ・ゲイン課税を提案する。¢

株式のキャピタル ・ゲイン課税については八田氏の提案する売却時中立時課税を，土地のキャピ

タル ・ゲイン課税については岩田氏の提案する含み益利子税の採用により ，凍結効果対策を行 っ

た上で，分離課税を行う 。◎納税者番号制度の導入は也要条件である。　税率は，株式は一律

２０％，土地は現在の短期重課制度を廃止し，一律３５％から段階的に引き上げていく 。　分類所得

税を原則とするため，八田氏の提案する低所得者の総合課税選択性は不要とする。＠キャピタ

ル・ ロスについては，他の所得からの控除を認、める
。

おわりに

　金融工学の進歩に伴うデリバティブの発展や，４０１Ｋプランなどの年金制度改革による投資信

託の拡大により ，金融商品は今後ますます複雑化 ・高度化していくであろう 。こういっ た金融資

産に対しても ，株式の場合と同様に，中立性を遵守した税体系の整備が必要となる。急速な金融

商品の開発に併せて，課税方法の確立が必要になるわけである 。２１世紀は，税制もスピードが第

一に要求される時代になるであろう 。

（１０６）
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米国多国籍企業におけるタックス ・ヘイブンの利用案態

　　　　財務省所得統計に基づくサフパートＦ条項の有効性

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生中嶋守

　タ ックス ・ヘイブンとは一般に，所得又は特定の所得に対し税が全く課されないか，又は課さ

れても極めて低率であるような国や地域を指すといわれている 。『タ ックス ・ヘイブン』という

言葉がいつ頃から用いられるようになっ たのか，定かではない。タ ックス ・ヘイブンが日本にお

いて一般的に知られるところとなっ たのは，１９８０年代の金融子会社設立ブームが寄与していると

考えられる 。

　タ ックス ・ヘイブンでは，親会社がべ 一ス ・カンパニーとなる子会社等を設立し，海外におけ

る企業活動の利益を当該子会社に帰属させることにより ，企業グルー プ全体としての税負担の回

避ないし軽減を図る租税回避が行われている 。

　複数の国家間の税制の相違を利用した国際的租税回避によるタ ックス ・ヘイブンの利用は，租

税負担が投資決定の重要な判断要素とされるため，課税の中立が保たれている場合に比べ資本の

流れに歪みが生じ，資本輸出国にとっ ては内国子会社等の海外逃避による中立的な国際競争関係

の阻害，所得の海外流出による国家歳入の滅少，タ ックス ・ヘイブンを利用する納税者と利用し

ない納税者との間の課税の公平性の侵害というような深刻な事態をもたらすことになる 。

　前述のような弊害をもたらすタ ソクス ・ヘイフンの利用による租税回避に直接対抗する立法的

対策として，タ ックス ・ヘイブン対策税制がある 。この種の立法の代表例が１９６２年に導入された

米国のサフパ ートＦ条項［ｓｕｂｐａれＦ　ｐｒｏｖ１ｓｌｏｎｓ，Ｉｎｔｅｍａｌ　Ｒｅｖｅｎｕｅ　Ｃｏｄｅ（内国歳入法典，以下

ＩＲＣという）§§９５１－９６４１である 。この規定は，米国株主に保有されている被支配外国法人
（Ｃｏｎｔｒｏ１１ｅｄ　Ｆ

ｏｒｅ１ｇｎ
Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎｓ，以下「ＣＦＣ」という）の特定の留保所得を，実際に分配額

として受領していなくとも ，その持分割合に応じて米国株主の総所得に合算して課税するもので ，

その後，日本も１９７８年にこのサブパ ートＦ条項に類似した合算課税方式によるタ ソクス ・ヘイフ

ン対策税制を導入している 。

　とのような課税制度を採用するかは当該国の課税主権の問題であり ，国が異なれは課税制度も

異なるのは必然的なことであるが，課税権者である国の関心事は，タ ソクス ・ヘイフンで租税回

避行為が発生していないかということである 。このような場合，タ ックス ・ヘイブン対策税制に

おいていち早く対応策を「立法」という形で示し，その後も企業のタ ックス ・プランニングの進

歩に伴い逐次改正を重ねている米国の税制を財政学的観点から理解しておくことは，わが国のタ

ックス ・ヘイブン対策税制を考える上でも極めて重要である 。

　そこで本稿では，タ ックス ・ヘイブン及び米国のタ ックス ・ヘイブン対策税制であるサブパ ー

トＦ条項を研究の対象とし，適宜ＩＲＣ及ぴＩｎｃｏｍｅ　Ｔａｘ　Ｒｅｇｕｌａｔｌｏｎｓ（財務省規則，以下
「Ｒｅｇ」又は「規則」という）の制度解説を交えながら ，サブパートＦ条項に基づき捕捉された

所得の増減を追うことにより当該制度の有効性を検証することを目的としている 。

　以上を踏まえて，第一章ではタ ックス ・ヘイブン，租税回避及び国際的租税回避に関して ，

各々の定義を王要な学説に基つき検討し，本稿において各用語を用いる際の基準を明らかにした 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０９）
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　続いて第二章では，タ ックス ・ヘイブンを利用する企業が，税務戦略上得るであろう効果を簡

単なモテルケースを用いて解説した。ここで「Ｄｕｔｃ
ｈ　 Ｓａｎｄｗ１ｃｈ」を用いた場合の経済効果を例

示しているが，タ ックス ・ヘイブンがかつて租税回避目的でのみ利用されていた時期（１９６０年代

～７０年代）においては，この手法が最も　般的ではなかったかと考えられる 。また，企業にとっ

てタ ックス ・ヘイブンを利用する最大のメリットが課税の繰延べ効果であることを本章で明らか

にしている 。

　第三章では，タ ックス ・ヘイブンの実態を数字で把握するために，米国財務省が公表している

所得統計『Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｃｓ　ｏｆ　Ｉｎｃｏｍｅ　Ｂｕ１１ｅｔｍ』のデータを使用することを削提とし，米国課税庁の組

織調査及び米国のタ ックス ・ヘイブン対策税制であるサブパートＦ条項の制度的背景の検討を行

った。米国は，主要先進国の中でもいち早くタ ックス ・ヘイブン対策税制を整備した国であり ，

それに追随する形でカナダ，日本，フランス ，ドイッが米国型タ ソクス ・ヘイフン対策税制を導

入しているという歴史的背景から考えても ，米国課税庁及びサブパートＦ条項を検討することは

意義深いものと考えられる 。

　第四章の位置付けとしては，第三章で検討したサフパートＦ条項導入後の税制効果である 。こ

の章では王として１９８０年代のＣＦＣを中心に置き ，その設立数の変遷及ぴＣＦＣが稼得した所得

のうちサブパートＦ所得の推移を検証している 。１９８０年代はＣＦＣ数，サブパートＦ所得共に急

増した時代であり ，その背景には企業のタ ソクス ・プラニングの巧綴化とそれに対するサフパー

トＦ条項の強化がある 。結論的にサブパートＦ所得は右肩上がりで増加しているため，企業がタ

ックス ・ヘイブンＣＦＣを設立する理由は節税効果以外にもあるのではないかと思わせる統計結

果である 。

　さらに第五章において，１９９０年代のタ ックス ・ヘイブンＣＦＣの動向を追 っている 。１９９０年代

に関しては現在のところ ，１９９０年，９２年，９４年と３ヵ 年のデータしかないため若干の注意を要す

るが，８０年代の数字と比較してみた場合，タ ックス ・ヘイブンＣＦＣには際立 った特徴が現れて

いる 。いずれの国 ・地域もサブパートＦ所得全体の増減と金融 ・保険 ・不動産業ＣＦＣのサブパ

ートＦ所得の増減が連動しているという統計結果が得られた 。

　最後に本稿の結論として，米国がサフパートＦ条項を導入した結果捕捉された所得（いわゆる

サフパートＦ所得）が年々増加傾向にあるため，サフパートＦ条項は企業の租税回避行動の抑止

力として一定の成果をあげているものとして考えている 。

〔主たる参考文献〕

＜書籍＞

１　白須信弘（１９８８）『アメリカ法人税法詳解（第三版）』中央経済杜

２　白須信弘（１９８６）咽際租税戦略一海外進出のポートフォリオー』日本経済新聞社

３． 本庄資（１９９２）『全訂版アメリカ法人所得税』財経詳報社

４　須田徹（１９９６）『アメリカの税法　連邦税 ・州税のすべて（改訂５版）』中央経済社

５． 及能正男（１９８６）［オフシ ョア市場』有斐閣

６　大崎満（１９９０）『国際的租税回避　その対抗策を中心として一』大蔵省印刷局

７． 金子宏（１９９７）［租税法（第六版）』弘文堂

８． 中村雅秀（１９９５）［多国籍企業と国際税制』東洋経済新報社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１１０）



修士学位論文要旨 １１１

９． 石弘光（１９９０）『タ ソクス　ヘイフンの実態一中南米６ヶ国の現地調査報告　』総合研究開発機構
１０．石弘光（１９９０）『グロー バル化と財政』有斐閣
１１ ．宮武敏夫（１９９３）『国際租税法』有斐閣

１２．中里実（１９９３）『国際取引と課税一課税権の配分と国際的租税回避一』有斐閣

１３．中里実（１９８５）『国際租税法上の諸問題』総合研究開発機構

１４．小松芳明（１９８１）『租税条約の研究』有斐閣

１５ ．小松芳明（１９８７）『国際課税のあり方』有斐閣

１６．村井正編（１９９０）『国際租税法の研究』法研出版

１７．皆川芳輝（１９９３）ｒ多国籍企業の租税戦略』名古屋大学出版会

１８．Ｂａｎｋ　ｆｏｒ　Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｓｅｔｔ１ｅｍｅｎｔｓ（１９９５）『ＢＩＳ世界金融レポート ’９５』

１９．大蔵省財政金融研究所アメリカ財政研究会（１９９４）『アメリカ財政と世界経済』東洋経済新報杜

２０．渋谷博史（１９８６）『現代アメリカ財政論』御茶の水書房

２１ ．渋谷博史（１９９２）『レーガン財政の研究』東京大学出版会

２２．渋谷博史（１９９５）『現代アメリカ連邦税制史　審議過程と議会資料』丸善株式会社

２３．岡地勝二（１９９２）『国際資本移動と外国為替相場』同文館出版株式会社

＜雑誌掲載論文＞

１． 青木寅男（１９９６）「ケイマン諸島及びバミューダとの条約一米国のタ ックス ・ヘイブンとの協定一」

　　『租税研究』Ｎｏ．４４４

２． 青木寅男（１９９６）「オランダとオランダ領アンティール及びアルバの租税条約の改正」『租税研究』

　　Ｎｏ． ４４５

３． 石弘光（１９９５）「経済のグロー バル化と税制」『租税研究』９月号

４． 梶山紀子（１９９８）「米国におけるタ ックス ・ヘイブン対策税制の研究」『会計検査研究』第１７号

５　小松芳明（１９９０）「租税回避行為と国際課税問題一〇ＥＣＤ報告書を中 。し・に一」『日税研論集』１４号

６． 大蔵省主税局調査課（１９７６）「外国持株会社制度及び被支配外国法人制度（サブパ ートＦルール）一

　　タ ックス ・ヘイブン法人を利用する租税回避の規制」『調査時報』２２巻８号

７． 大蔵省主税局総務課（１９６１）「ケネディ大統領税制改正教書」『調査時報』７巻６号

８． 金井助智（１９９４）「国際租税法原則とタ ックス ・ヘイブン対策税制」『現代社会文化研究』Ｎｏ．１

９　租研事務局（１９９４）「米国の内国歳入庁の組織と機能について」『租税研究』９月号

１０．佐藤正勝（１９９２）「国際的租税回避行為等の類型及び対応策一米国のタ ックス ・ヘイブン対策税制と

　　の比較を中心として一」『税務大学校論叢』

１１租研事務局（１９９０）「パナマ問題と会社の国籍移転について」『租税研究』２月号

１２租研事務局（１９９２）「租税条約を有するタ ソクス　ヘイフンの利用について」『租税研究』８月号

１３．租研事務局（１９９０）「米国における研究開発費 ・サブパ ートＦ条項 ・外国企業に対する課税強化法案

　　についての論議」『租税研究』６月号

１４租研事務局（１９８９）「国際的レベルの脱税及ぴ節税」『租税研究』１月号

１５ ．村井正（１９８８）「国際的租税回避に関する理論と政策」『ＮＩＲＡ研究叢書』

１６．平岡和久（１９９２）「米系多国籍企業の国際租税計画の新展開一８０年代の国際税制の動向との関連で一」

　　『大阪市大論叢』第６８号

＜外国語文献 ・雑誌 ・報告書＞

１　０ＥＣＤ（１９８９）
‘‘

Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｔａｘ　Ａｖ０１ｄａｎｃｅ　ａｎｄ　ＥｖａｓｌｏｎＦｏｕｒ　Ｒｅｌａｔｅｄ　Ｓｔｕｄｌｅｓ”

２　Ｇｏｒｄｏｎ Ｒ１ｃ ｈａｒｄＡ（１９８１）“Ｔ〃Ｈ伽６舳伽４〃３げひ５３ 伽び伽〃６３勿倣丁加戸ｏツ３術 ユ〃 ０〃ぴ伽６ｚり

　　ＡＲ砂ｏブ“ｏ 伽Ｃｏ刎刎畑ｏ〃６ｒ げ１〃舳ｏＺＲ舳舳３，伽ん５赦伽川〃ｏ閉３ツＧ舳舳１（乃工Ｄ〃３ゴｏ〃）

　　 ｏ〃４Ａ５５ｚ５如刀之
・Ｓ

６６ブ勿ｏ（ｙ　ｏグ之ん６ Ｔブ３０５〃（ｙ（７加」ＰｏＺ２６ツ）
’’

Ｊａｎｕａｒｙ１２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１１１）



１１２ 立命館経済学（第４８巻 ・第１号）

３． Ｍａ昭ａｒｅｔ　Ｐ　Ｌｅｗ１ｓ“Ｃｏｎｔｒｏｌ１ｅｄ　Ｆ
ｏｒｅｌｇｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎｓ，１９８４Ａ　Ｉｎｄｕｓ位ｙ　Ｆｏｃｕｓ” ８后ｏ鮒伽〆１〃６０榊

　　　　Ｂ〃肋加，Ｎｏ．２，Ｆａ１１１９８９

４． ＪｏｈｎＪＢｒａｄｆｏｒｄ“ＣｏｎｔｒｏＩ１ｅｄＦｏｒｅｌｇｎ Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎｓ１９８４ＡＧｅｏｇｒａｐｈ１ｃ Ｆｏｃｕｓ” ８切切肋３ 〆１〃

　　　　６０〃３ Ｂ〃〃加，Ｖｏｌ．９Ｎｏ．
４， Ｓｐｒｉｎｇ１９９０

５． Ｍａｒｇａｒｅｔ　Ｐ　Ｌｅｗｌｓ“Ｃｏｎ廿ｏ１１ｅｄ　Ｆｏｒｅ１ｇｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｍｓ，１９８６”８肋舳６５ げ１肌ｏ舳８〃如肋，Ｖｏ１１１

　　　Ｎｏ１，Ｓｕｍｍｅｒ１９９１

６． Ｊｏｈｎ　Ｌａｔｚｙ　ａｎｄ　Ｒａｎｄｙ　Ｍｌｌｌｅｒ“Ｃｏｎｔｒｏｌ１ｅｄ　Ｆｏｒｅ１ｇｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎｓ，１９８８
’’

３勿鮒燗げ１肌ｏ舳３〃如肋，

　　　Ｖｏ１．１２Ｎｏ．２，Ｆａ１１１９９２

７． Ｄａｔａ　Ｒｅｌｅａｓｅ “Ｃｏｎｔｒｏ１１ｅｄ　Ｆｏｒｅｌｇｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎｓ，１９９０”８切伽肋５ ザ１肌ｏ刎３ Ｂ〃〃肋〃，Ｖｏ１１４Ｎｏ１
，

　　　　Ｓｏｍｍｅｒ１９９４

８． Ｄａｔｅ　Ｒｅ１ｅａｓｅ “Ｃｏｎｔｒｏ１ｌｅｄ　Ｆｏｒｅ１ｇｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎｓ，１９９２”８勿伽肋５ｇグ〃６０刎３ Ｂ〃〃肋〃，Ｖｏ１１５Ｎｏ３ ，

　　　Ｗｍｔｅｒ１９９５－９６

９． Ｒｕｔｈ　Ｓｃｈｗａれｚ“Ｃｏｎｔｒｏ１ｌｅｄ　Ｆｏｒｅ１ｇｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎｓ，１９９４”３¢肋５肋３ｇグ１〃６０刎３ Ｂ〃〃刎，Ｖｏ１１８Ｎｏ１
，

　　　Ｓｕｍｍｅｒ１９９８

（１１２）



修士学位論文要旨 １１３

複雑性と経済学

立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程３回生野村良一

　近年，さまさまな分野ににおいて複雑系に関する研究がなされている 。ニュートン以来の要素

還元論的手法による ，複雑な系，複雑なシステムの理解では，こぽれ落ちるものがあるのではな

いかという反省から ，複雑なものを複雑なものとして考察 ・解明しようというものである 。

　「複雑系の経済学」も ，そのひとつであるが，経済学が複雑性に取り組む必然性は，経済の基

礎理論に対する反省から出てきたものである 。

　経済学と現実との乖離は，経済学が複雑性を捨象してきたことの帰結であり ，経済学がより現

実性をもつためには，経済における複雑性を本質的なものとしてとらえることが必要である 。本

論文は，経済学における複雑性の意義を ，複雑系の経済学の検討と ，社会主義計算論争を経て得

られたハイエクの市場像の検討から ，考察しようとするものである 。

　複雑系経済学は，新古典派に依拠するものと ，新古典派を批判するものの二つの流れに分けら

れるが，本論文では，新古典派経済学批判の複雑系経済学の主張を考察する 。そこでは，現在主

流とされる新古典派経済学は，「最大化原理」と「均衡理論」の枠組みで，発展してきたが，そ

の枠組みは，複雑性を捨象したものであり ，認識論的障害となっ ているとされており ，その枠組

みを破棄し，複雑性を考慮することで経済学に現実性を持たせることが目指されている 。

　合理性に限界を持つ人問にとっ て， 最適化計算は，たえず原理上可能でも ，現実の経済におい

て実際上不可能である 。複雑性は合理性の対概念として存在するのである 。能力に限界を持つ人

間は，最適化行動を実際には行ないえず，満足原理に基づいて定型行動を基本的に行なう 。定型

行動は経清過程の定常性を則提とするが，個別行動と総過程はともに規定しあい，ミクロ ・マク

ロ・ ループを形成して共進化する関係にある 。定常性はまっ たくの反復ではなく ，「ゆらぎつつ

基本的に繰り返される事態」であり ，経済が過程であり ，進化 ・発展する可能性をもたらす。ま

た， 市場が「ゆるやかな結合」という性質をもち，貨幣や在庫などの切り離し装置によっ て， 短

期的には部分系として独立しうることにより ，能力に限界のある人問の働きかけが可能になる 。

この市場の分散性は，市場での時間をかけた段階的な相互調整をもたらす。このことは新古典派

の市場を同時決定系として捉える均衡理論の非現実性を示すものである 。

　このように経済を定常的と合理性の限界に基づく行動との共進化による過程であるととらえる

と， 新古典派の想定の非現実性が浮き彫りになる 。ここに経済学が複雑性に取り組む意義がある 。

　一方，社会主義経済計算論争は，１９２０年のミー ゼスの論文を発端とした，合理的経済計算と効

率的資源配分に関する杜会主義経済の存立可能性をめぐる論争であり ，通称，ランゲらの市場社

会主義の提案により解決されたとされるものである 。しかし同時に，実際には論争の進展に伴い ，

参照枠としての一般均衡論に基づく市場像の再検討が促されたのである 。

　ハイエクは，論争を経てライバル競争的で分散的な市場像を形成していく 。それは，目的と動

機の異なる経済王体の分散的な市場における競争を，発見の過程として捉え，そうした競争が，

市場の分散性をたえず増幅していくことで，経済過程は均衡にとどまることなく ，進化 ・発展の
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可能性を内在的にもち，それにより自生的な秩序が形成されていく ，というものである。ハイエ

クのこうした市場像は，人問の知性の不完全性，すなわち人問の合理性の限界の考察によっ ても

たらされたものであり ，実質的には複雑性を取り扱ったといえる 。

　新古典派批判の複雑系経済学の構想とハイエクが社会主義経済計算論争を経て得た市場像は ，

経済主体およびその目的と動機の異質性，貨幣の切り離し機能によっ てもたらされる市場の分散

性， 分散的市場におけるネ ソトワーク型の相互依存関係，経済を過程であり自生的秩序を形成す

るものと捉える点で共通しており ，それらは実質的に経済における複雑性への考察から導き出さ

れたものである 。こうした市場像と行動原理は，最適化原理と均衡概念によっ て想定されるもの

とは非常に異なるものである 。そうした市場像と行動原理を採用すれぱ，経済主体の行動を単一

の基準に還元することはできなくなり ，また，市場が均衡状態にととまることも想定できなくな

る。

　このように複雑性は，経済にとっ て本質的な，実在の条件であり ，したがって経済学は複雑性

に取り組まざるを得ないのである 。

　新古典派を代替する理論の構築を目指す複雑系経済学は，現在のところ ，方法論上の確立は見

ることはできず，模索段階にあるといえる 。今後とう位置付けられていくにせよ ，その問題意識

と， それが経済学が抱える問題を乗り越えようとする積極的な取り組みであることは，経済学に

おける複雑性の意義を示すものである 。
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。

塩沢由典『市場の秩序学／反均衡から複雑系へ』筑摩書房，１９９０年
。

塩沢由典『複雑さの帰結／複雑系経済学試論』ＮＴＴ出版，１９９７年
。

塩沢由典『複雑系経済学入門』生産性出版，１９９７年
。

週問ダイヤモンド編集部 ・ダイヤモンド ・ハー バードビジネス編集部共編『複雑系の経済学』ダイヤモン

　　ド社，１９９７年
。

週問ダイヤモンド編集部 ・ダイヤモンド ・ハ ーバードビジネス編集部共編［複雑系の経済学［入門と実

　　践１』ダイヤモンド社，１９９７年
。

高木　彰「経済システムと自己組織性の理論」ｒ立命館経済学』４５巻６号，１９９７年
。

高木　彰「複雑系とマルクス経済学／西山賢一氏の問題提起に関連して」「経済学部５０周年記念研究会シ

　　ンポジウム準備研究会」レジュメ（１９９８０１２１）。

西部　忠『市場像の系譜学／「経済計算論」をめぐるヴィジ ョン』東洋経済新報社，１９９６年
。

西山賢一［免疫ネ ットワークの時代／複雑系で読む現代』日本放送協会，１９９５年
。

西山賢一［複雑系としての経済［豊かなモノ離れ社会へ１』日本放送協会，１９９７年
。

ハイエク［科学による反革命／理性の濫用』佐藤茂行訳，木鐸社，１９７９年
。
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わか国の金融システムにおける公的金融の役割と機能

立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生橋本晴夫

　日本の金融システムと規則のあり方を巡る議論が高まっ ている 。一方で，諸規制の緩和が求め

られ，他方では，民問銀行経営の不安定性が現れ，システムの安定をどう図るのかが課題となる

危機的状況を迎えているためである 。

　そして，こうした議論の高まりの中で，公的金融も ，また，重要な議論の的になっ ている 。

　そこで，本稿では，公的金融の今後における役割と期待される機能について金融市場の直面す

る実状を考慮し解明することを目的として，公的金融に関する既存の理論的研究の現状と議論の

概観について展望した 。

　これまでの公的金融が存在することに関わる理論的研究としては，王に，効率的な資源配分の

達成という観点から公的金融の機能の発揮を要するものか否かというアプローチと ，公的金融が

存在することによっ て寡占的な状況にある金融市場そのもののパフォーマンスを改善するか否か

というアプローチのふたつから行われてきた 。

　そして，資源配分機能の発揮を論拠に説明する理論的アプローチは，さらに次ぎのふたつに大

別して捉えられる 。

　つまり ，ひとつは，市場メカニズムそのものの限界から効率的な資源配分が損なわれる可能性

に対処する手段として公的金融の存在を評価しようとするものである 。いまひとつは，産業政策

なとを典型とするような政府の政策目標にそ った資源配分を達成するために，市場メカニスムに

歪みを加える手段として公的金融の存在を評価しようとするものである 。

　前者では，金利の価格形成機能がもつ制約に対する公的金融の補完から整理を試みた貝塚

［１９８１１が，後者では，公的金融の融資行動による企業の利子負担軽減とそれに伴う投資誘発効

果に着目し検証しようとした小椋 ・吉野［１９８４１と ，公的金融の融資誘導効果（カウベル効果）

の存在について論じた日向野及びその効果を評価しようとした堀内 ・晴［１９９４１があり ，キャッ

チ・ アッ プ期での効果については一定の評価を与えている 。

　市場そのものの効率性と公的金融の役割に関わる議論では，先行研究としての鈴村［１９９０１や
，

井出 ・林［１９９２Ｌ吉野 ・藤田［１９９６１及ひ井上［１９９５１の一連の議論があり ，これは，経済厚

生を評価基準として市場そのものの効率性において規制や公的金融が意義を持つものとして是認

できるのか否かを主たる論点にし，一定の条件下では，規制が，そして，一種の規制と捉えられ

る公的金融が存在することによっ て， 金融業総体としてのパフォーマンスを改善し，社会的厚生

からみて望ましいものとして影響する可能性があることを示した 。

　議論の整理からは，以下のような課題が明らかとなっ た。

　第一は，資源配分機能の発揮を期待しなければならない局面は，金融制度改革の進展によっ て

限定的なものとなっ てきていると考えられるが，民間金融機関が淘汰の過程で動揺する危機的な

状況を想定すると ，金融危機に対して民業と官業が混在することが金融仲介市場システム全体に

どのような含意をもつのかを検討する必要がある 。
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　第二には，鈴村［１９９０１以降の市場の効率性と公的金融の役割に関わる一違の議論は，一定の

条件下では，公的金融が存在することによっ て， 社会的厚生からみて望ましいものとなる可能性

を示したが，多くの仮定のもとで成↓した議論であることは確かであり ，状況の変化を考慮した

下での拡張と妥当性の検証の余地を多分に残すものであるということであ った 。

　第三には，公的金融が存在することの意義に関 って，情報の非対称に起因する諸問題を解決す

る手段としての公的金融機関の役割を説明する一定の研究がなされてきたが，それらは産業政策

やメインバンク ・システムといっ た， 現在その是非や存在意義が問われているものと結びつけて ，

主として開銀融資の意義に関わ って論じられてきたものが多い。今日の状況変化を考慮した下で

は再検討が必要である 。

〔主な参考文献〕

○　鈴村呉太郎「銀行業における競争　規制　経済厚生」『金融研究』日本銀行金融研究所，第９巻第３

　　号，１９９０

　　井手一郎 ・林敏彦「金融仲介における公的部門の役割」堀内昭義 ・吉野直行編［現代日本の金融分

　　析』東兄大学出版会，１９９２

　　吉野直行 ・藤田康範「公的金融と民問金融が併存する金融市場における競争と経済厚生」『経済研究』

　　１９９６

＠　井上徹「金融自由化と寡占的金融市場における公的金融仲介の役割」『横浜経営研究』第４７巻第４号 ，

　　１９９５

　　貝塚啓明「金融における官業と民業」［季刊現代経済』 ，１９８１
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法人事業税の外形標準課税について

　　　　所得型付加価値基準の導入を目指して

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生日野有裕

　本稿では事業税の議論の歴史を振り返りながら問題占を整理し，理論的で実践的な事業税改革

の方向を示した 。

　第１章「事業税の歴史」　事業税は，１８７８年府県税としての営業税としてはじまり ，当初は外

形標準課税であ った。その後，営業税は一時国税となっ たが，１９４７年に再ぴ道府県の独↓税とな

り， 翌年に事業税と名称を改められた。戦後，シャウプは事業税の課税標準を付加価値とするよ

う勧告した。それを受けて政府は付加価値を課税標準とした法案を成立させたが，産業界の反対

に遭い一度も実施されることなく廃案とな った。その後も政府税制調査会を中心に幾度となく事

業税に関する答申を出したが，その改正がなされることはなく現在に至 っている 。

　第２章「法人事業税の概要及ぴ問題点」では現行制度を踏まえた上で問題点を検討した 。（１）法

人事業税の制度（地方税法７２条）一法人事業税の課税団体は都道府県であり ，納税義務者は都道

府県に事務所または事業所を設けて事業を行う法人である 。課税標準は各事業年度の所得または

清算所得であるが，電気 ・カス供給業，生 ・損保については各事業年度の収入金額である 。

　（２）法人事業税の問題点一この税の問題点は「Ｏ課税の根拠と課税標準の乖離　法人事業税の課

税根拠は応益負担であるが応能負担となっ ており理論的に一貫しない，　税収の不安定性一法人

事業税は所得を課税標準としているので景気の変動を受けやすい，　税収の地域的偏在性一法人

事業税は法人が集積する大都市圏に遍在してしまう ，＠赤字法人に対する課税の欠落一全法人の

６４７％（９６年度）が法人事業税を負担していない，　国税法人税の影響を受けること一法人税と

同一の課税標準のため国税から独立した税であるべき地方税として好ましくない」の５つあるが ，

これらは全て法人の所得を課税標準としているとことから発生している 。つまり ，法人事業税は

応益負担を課税根拠としているにもかかわらず，実際には応能負担となっ ていることが問題の根

元であり ，この課税標準を見直すことがこれらの問題を解決することになる 。

　第３章「外形基準の検討」では以下の２点を検討した。（１）租税原則一今まで公正や伸張性とい

った租税原則が重視されてきたが，低成長で社会資本を整備するよりは既存の社会資本の維持 ・

管理が重要な時代は，中立性　応益性 ・安定性を重視する必要がある 。従 って，これらの原則を

満たす課税標準である外形基準に変更するのが適当である 。

　（２）外形基準の検討一外形基準の侯補としては，資本金 ・売上高 ・付加価値 ・面接なとが挙けら

れるが，「事業の人的，物的な活動量を的確に表している」，「業種による負担の偏りは理論的に

は小さく中立的である」という利点が付加価値にはあるので，課税標準としてはこれが妥当であ

る。 また，この付加価値には総生産型 ・所得型 ・消費型 ・賃金型の４つのタイプがある 。総生産

型付加価値は「消費十投資＝賃金十純利益十減価償却費」と表すことができ ，これは資本財を全

額課税するので課税標準としては４つの中で最も広い。所得型付加価値は「消費十投資一滅価償

却費：賃金十純利益」と表すことができ ，これは資本財のうち減価償却部分を控除するものであ

り， この総計と利潤 ・賃金の合計が国民所得に等しいのでこう呼ばれる 。消費型付加価値は「賃
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金十純利益十減価償却費一投資＝消費」と表すことができ ，これは現行日本の消費税法であり資

本財を全額控除したものを課税標準としている。賃金型付加価値は「国民所得一純利益・賃金」

と表すことができ ，これは所得型付加価値からさらに利潤を差し引いて賃金だけを取り出したも

のである。これら４つの付加価値のうち，総生産型は投資を抑制するという欠点があり ，賃金型

では労働集約型産業に不利になる 。また，消費型は現在消費税法として導入済みであることから ，

法人事業税の課税標準は所得型付加価値が最適である 。

　第４章「法人事業税改革案」では次の２点を検討し，最後に改革案を提示した。（１）事業税の課

税標準を現行所得基準から所得型付加価値に変更したときの主要１４業種の資本金別税負担額の変

化， 及び地域別税収額の変化一これによると ，付加価値に占める人件費の比率の高い８業種，例

えば繊維工業 ・小売業 ・サ ービス業などが増税となり ，逆に付加価値に占める利潤の割合が高い

６業種，例えば化学工業 ・電気ガス業などが減税となる。しかし，資本金別にみると増税となる

業種でも資本金が大きければ大きいほど減税若しくは増税幅が縮小し，逆に資本金が小さければ

小さいほど全体で滅税となる業種でも増税となる 。つまり ，資本金５０００万円以上の大企業では全

業種にわたり軒並み減税となるが，５０００万円以下の企業では全業種にわたり増税となる 。特に ，

資本金１０億円以上の大企業の平均減税率は約３６％で，資本金２００万円未満の小企業の平均増税率

は約３３００％となる 。また，これと同様の方法で総生産型付加価値を課税標準とした場合のシミュ

レーシ ョンも行 った。その縞果，所得型付加価値と総生産型付加価値では税負担額にそれほど変

化が生じなか った。つまり ，投資に影響を与えないという分だけ所得型付加価値の方が優れてい

るが，中小企業の負担が急増することから何らかの対策が必要だということである。次に，この

税を導入した場合に都道府県問ではどのような税収額に変化が生じるかを調べた。その結果大企

業の集中する大都市圏，及び原子力発電所が所在する自治体において税収が減り ，その他の地域

では増収となっ た。 つまり ，各自冶体間の税収格差が縮まっ た。

　（２）所得型付加価値の問題点一◎「業種別税負担額に大きな変動が生じること」，　「中小企業

の税負担が増加すること」，　「赤字法人課税」，＠「税負担の帰着が不明確なこと」，　「課税

標準に支払賃金が加わるので雇用への影響が懸念されること」，＠「他税との関違」が挙げられ

るが，その中で最も問題となるのが　と　である 。赤字法人については，税負担が急増すること

から何らかの対策必要であるが，赤字法人でも自治体からベネフィットを受けていることは確実

なので事業税を負担すべきであろう 。また，雇用への影響については，支払賃金に一定の率をか

けて付加価値に占める賃金の割合を下げれば，この問題は回避できる 。

　（３）事業税改革案一０課税標準は，「利潤十賃金×２０％十支払利子十支払地代」とし，これに税

収中立となるような税率を掛け，さらにこれから中小企業に対する配慮として何らかの税額控除

を設ける 、そして，　激変緩和措置として所得基準と併用し，　新規開業企業には数年間の事業

税免除，さらに＠記帳能力の乏しい零細企業に対しては，何らかの代替課税も考慮すべきである 。

そしで，この課税標準に税制中立となるような税率を掛けて改革案でのシミュレーシ ョンを行 っ

た。 この結果，資本金の小さい企業の増税幅が緩和（約３３００％→約２７００％）され，資本金の大き

い企業の滅税幅が縮小（約３６％→約２７％）し，この改革案が有効であることが証明された 。

　事業税の１９９９年度の改正は見送られることになっ た。 しかし，事業税の課税標準を中立 ・応益

性・ 安定性を満たす所得型付加価値にする一ことには，「税の性格の明確化」，「所得に対する税負
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担の軽減」 ，「赤字法人に対する課税の適正化」，「租税回避の減少」 ，「都道府県税収の安定化」 ，

「地方分権の推進」なとの意義がある 。したがって，今後景気の動向を睨みながら導入のタイミ

ングをはかるべきである 。

〔参考文献〕
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目本における連結納税制度の検討

　　　子会社税額控除型連緒納税モデルの提案

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生日向明泰

　近年，グローハルな経営環境の変化や大競争時代を背景に，法制度の改正 ・整備が急速に推し

進められ，企業会計の違結重視の流れが明確になる中で，税制面でも企業グループ全体の所得に

課税する「違結納税制度」の導入論議が活発になっ てきた。本論文では，「連結納税制度」につ

いて，企業経営の変化，税制の中立性の確保，国際整合性の確保の観点からその必要性を考え ，

主要国の制度を概観し，導入における問題点を明らかにし，わが国の連結納税制度モテルを検討

する 。

　第１章「違結納税制度」では，連結納税制度導入の必要性を慎重論を踏まえて検討する 。

　わが国がこれまで連結納税制度を導入しなか ったのは，Ｏ企業の株式所有形態が株主安定化の

ための相互持合いが多く ，企業間結合が複雑で連結の対象範囲をとうするかという点で問題があ

る， 　わが国の悪化した財政状態のなか，国は法人税の減収が見込まれる連結納税制度の導入に

関心をしめさなか った，　近年のわが国の税制論議は，直接税重視から間接税重視への転換に集

約され，違結納税制度を論議する環境になか った，ことが背景にある 。

　しかし，「新連結決算制度」の導入，「企業経営の個別経営から連結経営への転換」，「純粋持株

会社」の解禁が，連結納税制度の早期導入論を活発にさせた 。

　運結納税制度の導入は，企業活動の効率化 ・活性化，税制の中立性の確保，税制の国際的整合

性の確保の観点から ，経済界，通産省が強く望んでいる。企業は，個別経営から連結を重視する

経営に転換しているが，わが国の税制は，分杜化という企業組織の変更，グルー プ経営の流れに

対し中立的でなく ，主要先進国で広く導入されている連結納税制度がないことは，国際競争力を

低下させる 。企業を経済活動の源泉として重視し，近年の企業グループ化の動きを税制面から捉

え， その流れにふさわしい税制として，法的主体は別であ ってもその実態は一つであるから ，そ

の実態に即して課税する（実質課税の原則）親子会社の経済的一体性を重視した税制として，連

結納税制度の導入が主張されている 。

　一方，税調及び財政当局は，¢現行法人税との関係，　少数株主の問題，　欠損金の処理，＠

税収への影響，　地方税との関係，等を論点に挙げ導入に慎重である 。

　第２章「わが国の運結納税制度モデルの検討」では，主要国の連結納税制度から制度導入にお

ける論点を確認し，税調の指摘を踏まえ，運結納税制度モデルを検討する 。

　主要国の連結納税制度は，アメリカでは租税回避防止，イギリスでは法人所得課税の緩衝，ド

イツでは累積型売上税による税の累積防止，として導入された。連結べ一スの所得の計算は，所

得の合算（アメリカ），又は，損益の振替（イギリス ，ドイッ）により行なわれるが，アメリカ

は， 売手側損益繰延方式による内部取引損益繰延処理，租税回避行為の対処規定としての

ＳＲＬＹ原則（ｓｅｐａｒａｔｅｄ　ｒｅｔｕｍ１ｍ１ｔｅｄ　ｙｅａｒ）による欠損処理，親会社が保有する子会社株式の

簿価を修正する投資価額修正，に制度の特徴がみられる 。又，イギリスは，欠損の振替先，振替

金額は自由に決めることができ ，ドイッは，利益拠出契約により親子会社間での所得（欠損）の
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振替を行う ，等簡便な制度である 。

　わが国への導入に関連して，検討すべき論点として，¢現行諸制度との関係，　少数株主の問

題， 　租税回避行為への措置，＠連結用帳簿の作成，　適用範囲，　グルー プヘの加入と離脱 ，

¢納税義務，等が挙げられる 。その他税調等では，法人税の減収，地方税との関係，を論点に指

摘している 。

　連結納税制度導入に伴なう法人税の減収については，経済の好不況，連結の範囲，導入する制

度により異なるが，大蔵省は１兆円程度と試算をしており ，（財）日本経済研究所や野村総合研

究所は，上場会社の企業データより ，１ ，ＯＯＯ億から４ ，５００億円と試算をしている 。

　連結納税制度は，ａ）連結納税型，ｂ）損益振替型，ｃ）タ ックス ・ヘイブン型，に分けられ ，

損益振替型のなかにクループ ・リリーフ ，機関制度，交付金型がある 。日本型連結納税制度の制

度化に当た って各制度を検討したが，タ ックス ・ヘイブン型がＯ簡便である ，　親子問で契約締

結の必要がない，　子会社の少数株主を害さない　現行の商法，企業会計との抵触がない，等の

理由からわが国に導入する制度として適当であるとした。本論文では，わが国の連結納税制度モ

デルをタ ックス ・ヘイブン税制の応用とし，「子会社税額控除型連結納税モデル」と名付け，具

体的数値例を用いてその基本構造を明らかにした。算式で示すと ，次のとおりである 。

子会社　通常の個別申告納税を続ける 。

親会社　親会社納付法人税額＝（親会社課税所得十子会社課税所得×持株比率）

　　　　　　　　　　　　　　 ×法人税率一子会社納付法人税額×持株比率

すなわち，子会社税額控除型連結納税モテルの基本構造は，親会社納付法人税額が，親会社課税

所得に持株比率分の子会社課税所得を合算したものを連結課税所得とし，この連結課税所得に対

する法人税額から ，持株比率分の子会社納付法人税額を控除したものとして算出されることであ

り， 又， 過年度の欠損金で，既に親会社によっ て連結課税所得として合算されたものを ，子会社

が繰越欠損金として繰越控除した場合には，親会社は，当該繰越欠損金額と同額分も親会社課税

所得に合算する構造（ｒｅｃａｐｔｕｒｅ 方式）を有している 。そして，当該モデルはＯ企業組織形態の

選択に対して中立的である ，　持株比率による合算による連結税額の自動配分が少数株主の保護

という商法上の問題をクリアしている ，　連結を前提とした帳簿の作成や親子会社の内部取引に

ついて連結離脱に備えての別途の帳簿作成が不要である ，　現行の商法，企業会計との抵触がな

い， 　手続きが簡便である ，　子会社は従来通りの申告納税をつづけるので，納税者 ・税務当局

の事務負担は増大しない，等の特徴がある 。

　ケーススタディでは，子会社税額控除型連結モデルを使 って，小企業の実際のデータをもとに ，

連結納税額を計算した。そこでは，現行制度によるグルー プ納税額と連結納税制度によるグルー

プ納税額の比較をおこなっ た。 子会社が赤字の年は，連結納税制度による方が現行制度に比べ ，

グループ全体の納税額は少ないが，黒字の年に過去の赤字の節税額が取り戻され，欠損金がなく

なる年まで通算すると両制度の納税額は一致する 。法人税の減収については，いつ赤字を相殺す

るかというタイムラグの問題であると明らかにした 。

　企業がグループ経営に生き残りを懸け，持株会社解禁による高次の経営組織形態が可能になり ，

会計基準の国際標準化に伴ない，運結財務諸表がメインの財務諸表として制度化されようとして
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いる 。このような状況を勘案したとき ，消費税導入後の次の税制改革の大きなテーマとして連結

納税制度の問題は避けては通れない 。
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法人税と所得税の統合問題

　　　　ＣＢＩＴ方式を中心として

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生山下振一郎

　法人は，究極的には株主の持ちものであるという法人擬制説の立場に立てば，法人税は所得税

の前とりである 。法人税が所得税の前とりであるならは，法人税と所得税の二重課税が発生する 。

その二重課税の調整が行われなけれは，課税の公平性と中立性の両者に反することになる 。そこ

で， 法人税と所得税の統合が必要となるのである 。

　法人税と所得税の統合方式には，法人所得のうち，留保と配当の違いを問わず，二重課税を排

除する完全統合と ，法人所得のうち，配当に充てられた部分のみについて，統合を行う部分統合

とがある 。

　完全統合には，組合方式，カーター方式，未実現キャピタル ・ケイン方式があり ，これらによ

って法人税と所得税の統合が行われた場合，二重課税は完全に排除され，課税の公平性と中立性

の， 両者が達成されるという優れた方式であるが，技術上の複雑さや，未実現の所得に対しても

課税されることを理由に法人税と所得税の統合方式として，実際に採用するのは困難である 。

　一方，部分統合と呼はれるものには，法人段階で統合を行うものと ，株王段階で統合を行うも

のとがある 。法人段階で統合を行うものには，支払配当損金算入方式，支払配当軽課方式があり ，

株王段階で統合を行うものには，配当所得控除方式，配当税額控除方式，インピュ テーシ ョン方

式がある 。部分統合は，法人税と所得税の統合を部分的に行うものであるため，どの方法におい

ても ，課税の公平性と中立性の，どちらかに反する結果となる 。しかし，実施の簡易さゆえ，世

界各国で採用されている 。特にＥＣ諸国では，インピュ テーシ ョン 方式を採用している国が多い 。

　他方，米国では，法人は独立した存在であるという法人実在説の立場をとり ，法人所得税と個

人所得税の統合は行われてこなか った。しかし，法人所得税と個人所得税の統合の必要性は，過

去に論じられたことがなかったわけではなく ，１９９２年に米国財務省によっ て提出された報告書 ，

『個人所得税と法人所得税の統合についての報告　　事業所得に対する一度のみの課税　　１９９２

年１月」（ＲｅｐｏｒｔｏｆＴｈｅＤＥＰＡＲＴＭＥＮＴＯＦＴＨＥＴＲＥＡＳＵＲＹ ｏｎＩｎｔｅｇｒａｔ１ｏｎｏｆＩｎｄ１ｖ１
ｄｕａｌ

ａｎｄ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ　Ｔａｘ　Ｓｙｓｔｅｍｓ－Ｔａｘｍｇ　Ｂｕｓｍｅｓｓ　Ｉｎｃｏｍｅ　Ｏｎｃｅ，Ｊａｎｕａｒｙ１９９２）（以下財務省報告

という）は，法人所得税と個人所得税の統合が検討された一例である 。

　財務省報告は，現行税制の下，法人所得税と個人所得税の統合が行われていないため，経済的

な歪みが生じているとしている 。

　その歪みとは，第一に，企業形態に関して，法人形態よりも非法人形態を選択した方が，税制

上有利であるということである。第二に，企業が資金調達を行う際，負債による資金調達の方が，

株式による資金調達よりも税制上有利であるということである 。第三に，現行税制により ，法人

が利益を配当するよりも ，法人内部に留保するか，もしくは二重課税を回避する形で法人の利益

を分配しているということである 。

　財務省報告は，これら「三つの歪み」を是正するため，法人所得税と個人所得税の統合が必要

であるとしている 。
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　米国財務省が，法人所得税と個人所得税の統合に関する報告書をまとめた背景として，レーカ

ン税制改革があげられる 。１９８０年代のレーガン政権下においては，二度の税制改革が行われた 。

注目すべきは１９８６年レーガン税制改革であり ，この税制改革は租税特別措置の縮小等，課税べ 一

スの拡大を行う包括的所得税に基づく税制改革であ った。財務省報告は，レーガン税制改革にお

いて，法人所得税と個人所得税の統合が行われなかったため，「三つの歪み」が拡大したとして ，

法人所得税と個人所得税の統合が必要とであると説いた 。

　財務省報告が，法人所得税と個人所得税の統合方式として検討しているのは，受取配当非課税

方式と株主帰属方式とＣＢＩＴ方式であるが，なかでも財務省報告は，ＣＢＩＴ方式を重要視してい

る。 ＣＢＩＴ方式は，法人と非法人の両者を同等に課税対象とし，配当と留保に加え法人の支払利

子も課税べ 一スとし，法人段階で個人所得税最高税率により ，一度のみ課税を行うというもので

ある 。ＣＢＩＴ方式によれは，財務省報告が，法人所得税と個人所得税の統合が必要な理由とした

「三つの歪み」は解消され，租税制度は中立的なものになる 。

　しかし財務省報告の背景となっ た１９８６年レーガン税制改革は，包括的所得税によるものであり ，

包括的所得税は，課税の公平性を重視する 。ＣＢＩＴ方式は，支払利子を含む法人所得に対し，個

人所得税最高税率によっ て一律課税を行うため，法人所得税は個人所得税の前どりであるとすれ

ば， 課税の公平性に反する 。

　フソ シュ 政権とクリントン政権下の税制においては，課税の公平性がより重視される傾向があ

ると考えられる。現在の米国の税制の下，法人所得税と個人所得税の統合は必要であるが，米国

が採用すべき法人所得税と個人所得税の統合方式として，ＣＢＩＴ方式は適したものではないとい

える 。米国が，包括的所得税の下，公平性を重視するのであれは，多くのＥＣ諸国で導入されて

いるインピュ テーシ ョン方式の方が，ＣＢＩＴ方式に比べて法人所得税と個人所得税の統合方式と

して優れているといえる 。

　但し，ＣＢＩＴ方式を，　般的な統合方式として検討した場合，租税制度の中立性を保つという

点や，税務執行上の簡便さという点において，ＣＢＩＴ方式は，優れた法人税と所得税の統合方式

といえる 。しかし，実際にＣＢＩＴ方式を法人税と所得税の統合方式として採用する際には，よ

り税制の公平性が達成されるような適用税率についての検討が必要である 。
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金融自由化と米国の商業銀行

　　　　急増する非金利収入

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生季　迅文

　１９３０年代前半の大恐慌はアメリカの経済に大きな打撃を与え，金融部門も深刻な危機に陥り ，

銀行倒産が相次いだ。この大恐慌の中で，アメリカの金融制度の大掛かりな改革が行われ，１９３３

年銀行法，１９３３年証券法，１９３４年証券取引所法，１９３５年銀行法，なとの重要な金融 ・証券関連諸

法が続々と成立し，連邦政府による強力な規制 ・監督制度，預金保険制度，など銀行業と金融市

場に関する基本的システムができあがった 。

　しかし，１９６０年代後半から ，金融引締め期には，市場金利の上昇に伴 って，預金規制金利と市

場金利との問のスプレ ッドが拡大し，資金が銀行預金から市場証券への流出する傾向が見られた 。

１９７０年代に入ると ，インフレ率の上昇，それに伴う市場金利の上昇により ，預金金利と規制金利

のスプレ ッドの拡大が続き ，ディスインターミディエイシ ョンがより顕著になっ た。 そのため ，

銀行は貸付に必要な預金獲得に支障をきたすようになり ，金利規制の緩和が必要とされるに至 っ

た。 また，１９７０年代後半には，銀行以外の金融機関の活動分野が拡大するという現象も生じた 。

このような実体経済の変化に対し金融規制がついていけなくなり ，同規制から生じる問題は誰の

目にも明瞭となっ た。 その結果，こうした問題を解決するために，１９８０年代に入ると ，様々な制

度改革が実行に移された 。

　１９８０年には「１９８０年預金金融機関規制緩和 ・通貨管理法」（Ｄｅｐｏｓ１ｔｏｒｙ　Ｉｎｓｔｌｔｕｔ１ｏｎｓ　Ｄｅｒｅｇｕｌａ
－

ｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｍｏｎｅｔａｒｙ　Ｃｏｎｔｒｏ１Ａｃｔ　ｏｆ１９８０）が成立した。同法の目的は，金融制度をより競争的な

枠組みへ移行させること ，すなわち，資金運用上の制限や金利上限規制などによっ て設けられて

いた金融機関問の競争制限を緩和，廃止することにあ った。また，１９８２年には ，「１９８２年ガー

ン・ セントジャーメイン預金金融機関法」（Ｇａｍ
・Ｓｔ　ＧｅｍａｍＤｅｐｏｓｌｔｏｒｙＩｎｓｔ１ｔｕｔ１ｏｎｓ Ａｃｔｏｆ

１９８２）が成立し，預金金融機関がより競争的に資金を調達し，運用する機会を拡大させた。さら

に， １９８０年代半はころから ，銀行に関する地理的規制（王に，支店設置に関する規制）や業務規

制も緩和されるようになっ た。

　こうした環境の中で，１９８７年以降，銀行総資産と総収入の伸びがそれ以前に比較して鈍化した

だけでなく ，１９８０年代末から１９９０年代初めにかけて銀行の税引き後純利益も低迷したため ，１９９０

年代初めから銀行関係者，学者，監督機関などの間で，「金融業界における米国商業銀行の役割

が縮小した」という議論が浮上した 。

　銀行の総資産の伸ひ率，金融業界の総資産における銀行総資産のシエア，銀行の総収入の増加

率の推移，などをみる限りでは，確かにどの数字も最近１０年問は，それ以前に比較して低下して

おり ，銀行衰退論者の主張にも一理あるように思われる 。しかし，バランス ・シートに載らない

業務や総収入の内訳を調べると ，１９８０年代以降急速に進んだ金融自由化の影響で，銀行業務の内

容が変化し，それが総資産や総収入の伸びの鈍化を惹起しているように思われる 。

　銀行総収入を金利収入と非金利収入に分けてその推移をみると ，１９８０年代以降，大きく鈍化し

ているのは，もっ ぱら貸出，債券投資，という伝統的な資産運用による金利収入であ って，それ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１２７）
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以外の収入源，すなわち，各種手数料から生じる非金利収入の伸ぴは依然大きく ，その重要性は

年を追うにつれて高まっ てきている 。例えば，１９９７年でみると銀行の総収入に占める非金利収入

の割合は約４０％に達している 。

　非金利収入（ＦＲＢの公表統計上，Ｑ預金口座管理料　信託収入　トレーティング収入＠その

他　　の四つに分類されている）は，損益計算書には計上されるものの，その収益源は貸借対照

表に載らないため，一部の銀行衰退論者の言うようにハランス ・シート上の資産の伸ぴの鈍化を

もっ て銀行の役割が縮小したとするのは問題であろう 。即ち ，バランス ・シート外の収益源の重

要性が高まっ ている以上，同収益源を無視しては，銀行の役割を論じえないということである 。

　そこで，いまｒバランス ・シート外の収益源がバランス ・シート上の資産と同じ収益率を有す

る」と仮定して，バランス ・シート外の収益源が（収益に対する貢献度という観点から見た場

合），どれくらいのバランス ・シート上の資産に相当するのか（この相当額を仮に「オフ ・バラ

ンス ・シート資産」と呼ぶ）を計算すれば，「オフ ・バランス ・シート資産」は過去１０年間で

１５０％強増加（銀行総資産の伸びの２倍以上）しており ，１９９７年には銀行資産の約６０％に相当す

る規模となっ ている 。この点を勘案すると ，銀行の役割は，一部の銀行衰退論者が銀行資産の推

移のみを根拠として主張するほど大幅な縮小は見せていないといえよう 。

　また，銀行総収入において次第に重要性を増している非金利収入の内訳を見ると ，地理的規制

緩和，業際規制撤廃，など金融自由化と関係深い項目の増加率が一番大きい。このことは ，１９８０

年代以降の本格的金融自由化の中で，銀行が投資銀行や証券会社なととの厳しい競争にさらされ

伝統的業務分野における後退を余儀なくされつつも ，新たな業務分野を開発し生き残りを図 って

きたことを示している 。銀行は，今後，新分野を一層拡充することに成功すれば，２１世紀には質

的に以前と大きく異なる金融機関として，金融業界において重要な役割を果たすことが期待でき

よう
。
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